
第 13回孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム幹事会

議事次第 
令和５年７月１２日（水） 

１７：００～１８：００  

（オンライン開催 ）

１．開会 

２．議題 

（１）担当幹事からの報告
・令和５年度 孤独・孤立対策に資する NPO法人等への調査

（２）分科会等
・孤独・孤立対策に資する官民・民民連携による特色ある取組の推進

３．報告事項 
・総会の成立事項（定足数）の規約改定

・幹事会の定期開催日時の確定

・令和５年５月の「孤独・孤立対策強化月間」の実施

・孤独・孤立対策におけるサポーター養成の検討

４．その他 
・「孤独・孤立対策推進法」の成立、公布 

・地方公共団体における孤独・孤立対策に関するアンケート調査結果

・令和５年度地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォームの取組団体の決定

・地域における孤独・孤立対策に関する NPO等の取組モデル調査の取組団体の決定

・孤独・孤立対策活動基盤整備モデル調査の取組団体の決定

５．閉会 

【配付資料】 
資料１ 令和５年度 孤独・孤立対策に資する NPO法人等への調査について 

資料２ 孤独・孤立対策に資する官民・民民連携による特色ある取組の推進 

資料３－１ 孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム規約（令和５年６月９日改定） 

資料３－２ 令和５年度幹事会日程一覧（令和５年７月時点） 

資料３－３ 孤独・孤立対策強化月間ホームページ掲載資料（令和５年５月） 

資料３－４ 孤独・孤立対策におけるサポーター（仮）養成の検討 

参考資料１ 孤独・孤立対策推進法の概要、法案の国会審議、附帯決議（衆・参）、 

孤独・孤立対策推進法の公布について（通知）（令和５年６月７日、閣副 428号）

参考資料２ 地方公共団体における孤独・孤立対策に関するアンケート調査結果 

参考資料３ 地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム推進事業に係る第一次取組団体の決定（令和５年６月 13 日） 

参考資料４ 地域における孤独・孤立対策に関する NPO 等の取組モデル調査の採択について（令和５年６月 13日） 

参考資料５ 孤独・孤立対策活動基盤整備モデル調査の取組団体の決定について（令和５年７月 11 日）
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令和5年7月12日 

第13回 孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム 

幹事会（オンライン）参加団体 

団体名 出席者 

（⇒代理出席又は欠席） 

幹事会

へ一任 

全国社会福祉協議会 村木 厚子（むらき・あつこ）会長 

⇒代理出席 高橋良太 地域福祉部長

― 

全国社会福祉法人経営者協議会 磯 彰格（いそ･あきただ）会長 

⇒代理出席 宮内良樹 法人振興部副部長

― 

認定NPO法人日本ＮＰＯセンター 吉田 建治（よしだ･けんじ）事務局長 ― 

NPO法人新公益連盟 白井 智子（しらい・ともこ）代表理事 

⇒代理出席 井澤徹 孤独・孤立担当

鈴木 直樹事務局次長

― 

NPO法人あなたのいばしょ 

（ＳＮＳ相談コンソーシアム） 

大空 幸星（おおぞら・こうき）理事長 ― 

NPO法人自殺対策支援センターライフリンク 清水 康之（しみず・やすゆき）代表 

⇒代理出席 根岸親 副代表 の可能性有

― 

一般社団法人 日本いのちの電話連盟 堀井 茂男（ほりい・しげお）理事長 

⇒代理出席 小西慶直 孤独・孤立相談プラ

ットフォーム事務担当

― 

一般社団法人 社会的包摂サポートセンター 

（よりそいホットライン） 

遠藤 智子（えんどう・ともこ）事務局長 ― 

一般社団法人 

生活困窮者自立支援全国ネットワーク 

奥田 知志（おくだ ・ともし）共同代表 

⇒欠席

高橋 陽佑事務局

○ 

認定NPO法人 

全国子ども食堂支援センター・むすびえ 

湯浅 誠（ゆあさ・まこと）理事長 

⇒代理出席 西川貴清 公共政策担当

― 

一般社団法人 全国フードバンク推進協議会 米山 広明（よねやま・ひろあき）代表理事 ー 

認定 NPO 法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ 

（シングルマザーサポート団体全国協議会）

赤石 千衣子（あかいし・ちえこ）理事長 ― 

NPO法人全国女性シェルターネット 北仲 千里（きたなか・ちさと）共同代表 ― 

NPO法人子育てひろば全国連絡協議会 奥山 千鶴子（おくやま・ちづこ）理事長 ― 
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※現時点で事務局が取りまとめた資料です

令和５年度 孤独・孤立対策に資する NPO 法人等への調査について 

■本調査の趣旨

NPO法人等の活動状況等を把握し、今後、孤独・孤立問題の改善につなげるため

に地域で多様な団体の連携を後押しするための施策の検討に活用する。 

■調査目的

NPO法人等による孤独・孤立対策の取組みにおける「連携の課題意識」は何かの

示唆を得ることで、今後の多様な連携を促進するための支援策の検討資料とする。 

■調査内容

（１）調査テーマ

  NPO法人等の取組における「連携の課題意識」実態調査 

（２）背景・仮説

・孤独・孤立対策推進法では、孤独・孤立対策を取り組むにあたり「多様な主体によ

る連携」が推奨されている。

・「連携」については、本 PF分科会 2の中間整理で様々な類型が示されているが、関

係者それぞれが考える「連携」は必ずしも一致していないのではないか。 

・必要とされる連携のあり方は様々であり、連携を実現させるための手法や支援策、

また連携を実現するうえで抱える課題も異なっているのではないか。

・孤独・孤立対策推進法では官民連携プラットフォームを形成し、地域の実情に応じ

て、顔の見える関係を構築することを想定しているが、お互いが考えている「連携」

について理解がないと初期段階で行き違いが生じる懸念がある。 

・本調査では、NPO法人等が「連携」を必要としている場合に、その課題とはなに

か、どういった要素があれば連携は実現できるのか、連携の推進のために必要な

支援施策とはなにかなど「支援を担う各主体の役割と連携をどう考えるか」を明

らかにする。

（３）調査対象

NPO法人/社会福祉法人/一般社団法人/一般財団法人/株式会社/任意団体等

（４）成果の活用シーン

国、地方公共団体、当事者等への支援を行う者、地域住民その他関係者、それぞ

れが考える「連携」には違いがあることを前提として、協力依頼や事前打ち合わせ

を行う際の参考資料となることが想定される。 

■今後のスケジュール（予定）

7/12  幹事会にて方向性を共有 

7/18週   調査担当幹事において設問作成、集計方法を確定 ※後日メール報告 

8月上中旬 調査開始（３週間程度） 

9月～   回答〆切、集計分析 

10月    調査報告書完成（メド） 

資料１ 
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「孤独・孤立対策に資する官民・民民連携による特色ある取組の推進」 

■取組内容／検討事項について

・取組内容

１「集約（知る）」 

地方における既存の活動から、孤独・孤立対策に資する官民・民民連携による孤独・孤立

の予防等に資すると考えられる取組事例を集める。 

２「紹介（知ってもらう）」 

様々な分野による関係機関・法人・企業などが参画し連携している取組事例を対象とし、

その内容に応じ事例を分別して、会員をはじめ自治体や関係機関へ事例紹介する。 

・検討事項

１ 取組事例の調査項目・サンプルの検討 

２ 調査様式の検討・作成、調査依頼案内文の作成 

３ 事例の分別・紹介方法の検討 

４ その他必要な事項 

■スケジュールについて

・スケジュール案

７月４日 第１回担当幹事打合せ

①調査項目の検討、サンプルの確認

７～８月 ②調査項目の確定、サンプルの検討・確定、③調査様式の検討・確定 

④調査依頼案内文の作成、取組事例の調査開始（募集期間 2か月程度）

９～11月 ⑤取組事例の紹介方法の検討・確定（属性等で検索可能なデータベース化） 

12～ 1月 ⑥取組事例の紹介 

■留意事項

・調査の際、官民・民民の異分野間の連携による支援を広げるため、その様な事例を主に取

り上げつつも、従来の課題に対応した支援（刑務所出所者支援や自殺対策等々）について

も対象となるように依頼する。

資料２ 
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孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム規約 

令和４年２月２５日 

設 立 総 会 決 定 

令 和 ５ 年 ６ 月 ９日 

一 部 改 定 

（名称） 

第１条 本会は、「孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム」（以下「プラットフォーム」とい

う。）と称する。 

（目的） 

第２条 本会は、孤独・孤立対策に取り組む多様なＮＰＯ等支援組織間の連携及び官民連携を強化

することにより、孤独・孤立対策の取組の推進につなげることを目的とする。 

（活動内容） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる活動を行う。 

一 孤独・孤立対策を分野横断的に推進するための複合的・広域的な連携強化に関する活動 

二 孤独・孤立対策に関する全国的な普及活動 

三 孤独・孤立対策に関する先導的取組・学術研究等の情報共有・相互啓発活動 

四 その他本会の目的を達成するために必要な活動 

（事業年度） 

第４条 本プラットフォームの事業年度は、４月１日から３月３１日までとする。 

（会員等） 

第５条 本会は、本会の目的に賛同し、本規約を順守し、総会の議決権を有する以下の会員をもって

組織する。 

一 全国的に孤独・孤立対策に取り組む NPO等への支援を行う中間支援団体、各分野の全国団体  

二 孤独・孤立対策に取り組む NPO等支援団体 

三 関係府省庁 

四 孤独・孤立対策に関して高い見識を有する者（個人） 

２ 本会に、本規約を順守し、総会の議決権を有さない以下の会員を設ける。第６条及び第８条の

規定は、これらの会員について準用する。 

一 協力会員 経済団体、学術団体、地方公共団体の意見をとりまとめる全国的連合組織、都

道府県・市区町村など孤独・孤立対策に関心が高く、本会の各種活動に可能な範

囲で協力する団体 

二 賛助会員 民間団体・助成団体など孤独・孤立対策に関心が高く、第３条に掲げる活動を

支援する団体 
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（入会） 

第６条 新たに本会の会員になろうとするものは、別に定める入会申込書を第１６条に規定する幹事

会に提出するものとし、幹事会において、次項に定める要件を満たし、入会が適切であると認める

場合に、会員となることができる。 

２ 会員の入会に当たっては、主に以下の点を確認する。 

一 孤独・孤立対策に取り組む活動実績があること 

二 暴力団等反社会的勢力と関係がないこと 

三 会員２団体以上又は関係府省庁の推薦があったこと 

（会費） 

第７条 会費は当面これを徴収しない。ただし、総会において必要と認められるときは、本会の運営

に必要な実費の負担を会員に求めることができる。 

（退会・除名） 

第８条 本会を退会しようとする者は、退会の意志を書面により幹事会に届け出て、任意に退会する

ことができる。また、会員が次の事項のいずれかに該当するときは、該当団体等に事前に弁明の機

会を与えた上で、総会の議決を経て除名することができる。 

（１）１年以上、連絡がとれない場合 

（２）本規約に違反又は本会の信用を著しく害したとき 

（３）会員が解散又は営業を停止したとき 

（４）暴力団等反社会的勢力と関係があることが判明したとき 

（５）その他本会の運営に当って重大な支障が生じると認められたとき 

（総会の構成） 

第９条 本会の会員をもって構成する総会をおく。 

（総会の機能） 

第１０条 総会は、この規約に別に定めることのほか、次の事項を議決する。 

（１）規約の変更 

（２）幹事の選出 

（３）その他、本会の目的を達成するために必要な事項を検討する。 

（総会の開催） 

第１１条 通常総会は、毎年度１回開催する。 

２ 幹事会が必要と認めた場合、臨時総会を開催することができる。 

３ 幹事会は、会員総数の２割以上の会員から総会の開催を求められた場合、臨時総会を開催しな

ければならない。 

４ 議長は出席会員の互選により選出する。 
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（総会の招集） 

第１２条 総会は、幹事会が招集する。 

（総会の定足数） 

第１３条 総会は、会員の 1/4の出席をもって成立するものとする。 

２ 前項の出席者には、表決の委任をしたものも含む。 

（総会の決議） 

第１４条 総会の議事は、議決に加わることのできる総会出席会員の過半数の賛成により決定する。 

２ 議長は採決に加わることができない。ただし、賛否が可否同数の場合は、議長の決するところ

による。 

３ 総会に出席しない会員は、あらかじめ通知された事項について、書面をもって出席する会員を

代理人として表決を委任することができる。 

４ 総会の議事に対して、電子メールによる意思表明もできるものとする。電子メールにより一つ

以上の議案に対して賛否の意思表明を行った会員については、総会出席会員として数える。 

（議案の提案権） 

第１５条 総会への議案は幹事会が提案する。 

２ 前項の規定にかかわらず、第１１条第３項の請求を行った会員は、その総意にかぎり議案を提

出することができる。 

（幹事および幹事会） 

第１６条 総会において議決された事項を円滑に進めるために幹事によって構成する幹事会を置く。 

２ 幹事会は、この規約で定めるもののほか、本会の運営に必要な事項を定める。 

３ 幹事会の運営を円滑に進めるために、代表幹事、副代表幹事を、複数、置くことができる。 

４ 幹事会は、幹事総数の２分の１以上の出席がなければ、その議事を開き、議決することができ

ない。 

（幹事の選任） 

第１７条 幹事は、総会の議決において会員の中から選任する。ただし、第５条第１項第二号から第

四号までの会員の中からの選任は３以内とする。 

２ 幹事は３以上とする。 

３ 代表幹事および副代表幹事を置く場合は、幹事会の互選により選任する。 

（解任） 

第１８条 幹事が次号のいずれかに該当するときには、該当幹事に事前に弁明の機会を与えた上で、

総会の議決を経て該当幹事を解任することができる。 

（１）職務の執行にあたれないと認められるとき 

（２）職務上の業務違反、その他幹事としてふさわしくない行為があると認められるとき 
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（幹事の任期） 

第１９条 幹事の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 幹事は、辞任又は任期が満了しても後任者が就任するまでは、その職務を行なうものとする。 

（事務局） 

第２０条 本会の事務の執行を円滑におこなうため内閣官房孤独・孤立対策担当室に事務局をおく。 

（分科会等） 

第２１条 活動の必要に応じて、本会に会員の一部により組織された分科会等を設置することがで

きる。 

２ 本会の会員は、分科会等の設置を提案できる。 

３ 分科会等の設置について幹事会は助言を行うことができる。 

４ 分科会等には、必要に応じて会員以外の者の出席を求めることができる。 

５  協力会員、賛助会員は、第２項に定める分科会等の設置は提案できないが、傍聴することがで

きる。 

６ その他の事項については、本規約と別に定める「分科会規程」によるものとする。 

（解散） 

第２２条 本会は、総会の決議により解散する。 

（附則） 

１．この規約は、2022年（令和４年）２月 25日より施行する。 

（附則） 

１．この改正は、2023年（令和５年）６月９日より施行する。 
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孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム分科会 規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム規約第２１条の規定に基づき設置さ

れる、分科会に関し必要な事項を定める。 

（目的） 

第２条 分科会は、孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム（以下「本会」という。）の会員間で

共通する課題に対する解決策等の検討に関する活動を行うことを目的とする。 

（設置期間） 

第３条 分科会の設置期間は原則として、設置日から当該年度末とする。 

（活動計画） 

第４条 分科会の設置又は設置期間の延長を希望する会員は、年間の活動計画を所定の書式で本会

事務局（以下「事務局」という。）に提出する。 

（活動報告） 

第５条 分科会は、当該年度末までに、活動報告を所定の書式で事務局に提出する。 

（構成員） 

第６条 分科会の構成員は、会員から組織する。 

２ 構成員の募集に当っては、設立時を含め会員に対して十分な告知を行うものとし、事務局が

特に分科会活動に悪影響を及ぼすと判断した場合を除き、会員は参加を阻まれない。 

３ 構成員は、いつでも分科会を退会することができる。ただし、退会後も第９条を遵守する。 

（費用） 

第７条 会議等に要する費用は、特に事務局からの提供がない限りは、構成員の自己負担とする。 

（成果の報告） 

第８条 分科会活動により生じたアイデア、知見その他の成果（以下「検討成果」という。）がある

場合、分科会は、随時事務局へ報告する。 

（秘密保持） 

第９条 構成員は、分科会活動において知得した他の構成員の技術的な情報及び相互の接触交流に

より知り得た他の構成員の秘密を第三者に開示又は漏洩をしてはならない。ただし、事前に

相手方の同意を得た場合はこの限りでない。 
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（検討成果等の取扱い） 

第１０条 分科会の活動計画、活動報告及び検討成果（以下「検討成果等」という。）は、事務局を

通じ、会員に共有され、会員及び事務局は検討成果等を自由に利用することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、検討成果等に、技術的な開発成果等他の会員に共有することが望

ましくない知見及び情報等が含まれると分科会が判断した場合、分科会は、事務局と検討成果

等の取扱いについて協議する。 

３ 分科会は、検討成果等について知的財産権（特許、意匠、実用新案、商標及び著作権を含む。）

に関する出願等を検討する場合、予め事務局に当該内容を報告し、取扱いについて協議する。 

（規程の制定改廃） 

第１１条 本規程の制定改廃は、事務局である内閣官房と幹事会が協議の上行い、制定または改廃

した場合においては、直ちに会員に通知する。 

附則 

この規程 は、2022年（令和４年）２月 25日から施行する。 
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令和５年度 幹事会開催日程について 

■概要

・幹事会は幹事団体の意向を踏まえ、第３水曜日を基本とすることで決定。

・幹事会のオンライン接続先は、随時、事務局からお知らせします。

※変更となる場合は、事前にご連絡/ご相談をさせていただきます。

■幹事会日程（予定）

第 13回  2023年（令和 5年） 7月 12日(水) 17:00～18:00 

第 14回 2023年（令和 5年） 9月 20日(水) 17:00～18:00 

第 15回 2023年（令和 5年）11月 15日(水) 17:00～18:00 

第 16回 2024年（令和 6年） 1月 17日(水) 17:00～18:00 

＜2024年２月 令和５年度総会開催（担当幹事任期更新等）で調整＞ 

第 17回 2024年（令和 6年） 3月 13日(水) 17:00～18:00 

※第 17回は第３水曜日が祝日（3/20）のため第２水曜日へ繰り上げ。

以上 

資料３－２ 
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5月は「孤独・孤立対策強化月間」 です

実施団体名 取組みの名称 取組みの実施期間 取組みの概要

NPO法人 SKY
孤独・孤立支援のための
無料カウンセリング
（オンライン）

５月の毎週水曜日（平日のみ）
５月の毎週水曜日（平日
のみ）に、無料のオンライ
ンカウンセリングを実施。

社会福祉法人
村山苑

生活困窮者総合相談支援
事業（現物給付を含む）
（東京都東村山市）

令和５年５月の全期間

生活困窮者等から相談を
受けて、福祉サービスの
申請の同行、支給までの
フォローをなど行う。

スマイルプロジェクト
居住支援（生活支援）相談
の強化月間
（愛知県）

令和５年５月の全期間
居住支援（生活支援）相談
について、５月のみ土日祝
日も実施。

公益財団法人
徳島県老人クラブ
連合会

友愛訪問活動の推進及び
普及啓発
（徳島県）

令和５年５月の全期間

高齢者同士による見守り・
助け合いの活動の実施。
令和６年度取組開始から
４０周年を迎えるにあたり、
本活動に対する理解促進
とその拡大のための普及
啓発の推進、強化。

官民連携して、様々な取組みを実施します

孤独・孤立対策の柱の一つは「孤独・孤立に至っても、支援を

求める声を上げやすい・声を受け止める・声をかけやすい社会」

とすることです。このため、孤独・孤立についての理解・意識や

機運を社会全体で高めていくための取組みを5月に集中的に行う

こととしています。

この月間は、令和６年５月から本格実施することとしています

が、本年5月においても先行してロゴマークを活用した孤独・孤

立対策に関する情報発信や相談事業の拡充などに、様々な団体が

取り組んでいます。
取組みの一覧

次により大別 黄色…「イベント、活動等の取組」、緑色…「ロゴマークを活用した広報・周知」
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取組みの登録方法

強化月間にご賛同され5月中に取り組まれる団体におかれましては、
その活動を紹介したいと思いますので、是非ご登録ください。
5月中はGoogleフォームで随時受け付けています。

実施団体名 取組みの名称 取組みの実施期間 取組みの概要

みんなの食堂
プチフードパントリー
（埼玉県小川町）

令和５年５月２７日（土）
～６月３日（土）

ひとり親家庭に対して、食
品を提供。受取に来た際
にスタッフが何気なく会話
をし、孤立・孤独防止に取
り組んでいる。リサイクル
の服（子ども用、大人用）
の無償提供も開催。4回/
年開催（５月、８月、１２月、
３月開催）

NPO法人

新座子育てネット
ワーク

NPO法人新座子育てネッ
トワークの孤独・孤立防止
強化月間

令和５年５月の全期間
HPにロゴを表示し、リンク
を掲載。各施設で、強化月
間の掲示を実施。

一般社団法人

ママの孤立防止支
援協会

ドットリボン月間ーママの
孤独・孤立防止社会を目
指してー

令和５年５月の全期間

HPにロゴを表示し、５月を
ドットリボン月間と定め、マ
マの孤立防止のシンボル
マーク「ドットリボン」をより
勢力的に普及する期間と
する。

認定NPO法人
フローレンス

広報発信の中での孤独孤
立対策月間としての取組

令和５年５月の全期間

ホームページのニュース
一覧や公式Twitterで、孤

独孤立に関する発信の際
に、ロゴを掲載。

社会福祉法人
祉友会

WEBサイトでのPRと相談
受付

令和５年５月の全期間
孤独・孤立対策強化月間
について、HPにて掲載。

宮崎県
県庁ホームページへの掲
出

令和５年５月の全期間

宮崎県庁HPにおける国の
孤独・孤立対策WEBサイ

ト等を紹介するページに５
月が強化月間である旨と
ロゴを掲載。

取組みの一覧
次により大別 黄色…「イベント、活動等の取組」、緑色…「ロゴマークを活用した広報・周知」

13

https://docs.google.com/forms/d/1we1l8wcVRcC0Iu3m-suegYWcYeeV9sYwp_1ZeIrv9yk/viewform?edit_requested=true


 「孤独・孤立対策におけるサポーター（仮）養成の検討」について 

孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム分科会１の検討成果では、『「認知症サポータ

ー養成事業」を参考に、孤独・孤立の理解者を増やす活動として同養成講座のような仕組

みを設ける』とされた。 

本提言に係る進捗は以下のとおり。 

１サポーター（仮）養成の名称に係る投票による決定 

・分科会１担当幹事と相談し、養成カリキュラムの検討の前にサポーター養成の名称を

決めることとした。

・名称の決定に当たっては、分科会１構成員による投票を実施し、決定することを予定

（投票の際の資料別添）。

２サポーター（仮）養成の検討の進め方 

・内閣官房で、仕組みの構築に必要な養成のカリキュラムの検討やテキストの作成、

講座の試行を行う調査研究事業（公募）を令和５年度に実施予定。

・上記の検討に当たっては、分科会１の担当幹事にも加わっていただく予定。

資料３－４ 
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孤独・孤立対策における「サポーター」の名称について 

〇 分 科 会 １ 「 「 声 を 上 げ や す い ・ 声 を か け や す い 社 会 」

に向けた取組の在り方」の検討成果（別紙）では、対策案の中で、「③ 相談者（相談

を受ける人）になりうる層」に、『「認知症サポーター養成事業」を参考に、孤独・

孤立の理解者を増やす活動として同養成講座のような仕組みを設ける。』と提言され

ています。本仕組を進めるべく今般、内閣官房では、仕組みの構築に必要な養成のカ

リキュラムの検討やテキストの作成、講座の試行を行う調査研究事業をすることとし

ています。 

この検討をはじめるにあたり、分科会１の構成員の皆様に諮り、この仕組みの名

称を決めたいと考えています。 

この度、名称の案を分科会１担当幹事の検討により以下６案の候補がまとまりま

した。ついては、７月・日（・）までに Google フォーム（下記 URL）より投票くだ

さい。 

https://forms.gle/Mr6W8B4ZP9i8x8BX9（設定中） 

サポーターについては、90 分程度の講座を修了することで、一般の方

に孤独・孤立の基礎的な知識を備え、孤独・孤立の問題を抱える当事者等

のよき理解者となっていただくことを想定しています。 

以下の案については、一般のどなたでもなっていただく観点から「親し

みやすい」名称を考えました。 

＜○…メリット、×…デメリット、※…留意点＞ 

案の１ 「孤独・孤立サポーター」 

○…孤独・孤立対策の理解者として活動してもらうという趣旨

がわかりやすい。 

×…孤独・孤立をサポートするような印象がないか。 

案の２ 「よりそいサポーター」 

○…「よりそい」のワードが、ひとりにしないメッセージとして

伝わりやすい。 

×…寄り添われたくないという方もいる可能性がある。 

※名古屋市において、子ども・若者の支援に取り組んだ経験のあ

る方や資格を有した方のほか、子ども・若者の支援に熱意、関

心のある方を対象に、ひきこもりの家庭へ訪問する等のボラ

ンティアの養成講座で既に使われている例がある。
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案の３ 「ほっとサポーター」 

○…「ほっと」のワードが、ほっとする、あたたかみの印象があ

る。 

×…「ほっと」とは何かわかりにくい。 

案の４ 「つながりサポーター」 

○…「つながり」のワードが、ひとりにしないメッセージとし

て伝わりやすい。 

×…「つながり」のワードが、つながらなければならないとの 

イメージをもつ方がいる可能性がある。

※鳥取市において、社会的に孤立する人を支援するボランティ

アとして、多くは子ども食堂や高齢者サロンの運営者、介護

の専門職などのほか、関心のある市民を対象とする養成講座

で既に使われている例がある。

案の５ 「きずなワーカー」 

○…「きずな」のワードは、震災を受けて支援意識の象徴とし

て普及している。 

×…「ワーカー」は、生活保護の「ケースワーカー」や社会的 

処方の「リンクワーカー」など特定の職と関連づけ「サポ 

ーター」よりも重くイメージされやすい。 

「きずな」のワードが重く、抵抗のある方がいる可能性が 

ある。 

案の６ 「つながりワーカー」 

○…「つながり」のワードが、ひとりにしないメッセージとし

て伝わりやすい。 

×…「ワーカー」は、生活保護の「ケースワーカー」や社会的 

処方の「リンクワーカー」など特定の職と関連づけ「サポ 

ーター」よりも重くイメージされやすい。 

「つながり」のワードが、つながらなければならないとの 

イメージをもつ方がいる可能性がある。

※赤い羽根共同募金（助成）事業の一環で、孤立に気付き、つ

ながり、見守る取組として、専門職から地域住民の方々を対

象とする全国規模の養成事業で既に使われている例がある。 
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○投票の結果、上位２案の得票差が数票の僅差であった場合は、決選投

票を実施。

○その他

・調査研究事業における検討事項の状況等については、分科会１へ

も適宜共有します。

・調査研究事業で予定される講座の試行や、孤独・孤立対策強化月

間の際には、分科会１の構成員である皆様にも、講座の実施につ

いてご協力をいただけますと幸いです。
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孤独・孤立対策推進法の概要

概要
１．基本理念

孤独・孤立対策（孤独・孤立の状態となることの予防、孤独・孤立の状態にある者への迅速かつ適切な支援その他孤独・孤立の状態から脱却
することに資する取組）について、次の事項を基本理念として定める。
① 孤独・孤立の状態は人生のあらゆる段階において何人にも生じ得るものであり、社会のあらゆる分野において孤独・孤立対策の推進を図ること

が重要であること。
② 孤独・孤立の状態にある者及びその家族等（当事者等）の立場に立って、当事者等の状況に応じた支援が継続的に行われること。
③ 当事者等に対しては、その意向に沿って当事者等が社会及び他者との関わりを持つことにより孤独・孤立の状態から脱却して日常生活及び

社会生活を円滑に営むことができるようになることを目標として、必要な支援が行われること。
２．国等の責務等

孤独・孤立対策に関し、国・地方公共団体の責務、国民の理解・協力、関係者の連携・協力等を規定する。
３．基本的施策
・ 孤独・孤立対策の重点計画の作成
・ 孤独・孤立対策に関する国民の理解の増進、多様な主体の自主的活動に資する啓発
・ 相談支援（当事者等からの相談に応じ、必要な助言等の支援）の推進
・ 関係者（国、地方公共団体、当事者等への支援を行う者等）の連携・協働の促進
・ 当事者等への支援を行う人材の確保・養成・資質向上
・ 地方公共団体及び当事者等への支援を行う者に対する支援
・ 孤独・孤立の状態にある者の実態等に関する調査研究の推進
４．推進体制
・ 内閣府に特別の機関として、孤独・孤立対策推進本部（重点計画の作成等）を置く。
・ 地方公共団体は、関係機関等により構成され、必要な情報交換及び支援内容に関する協議を行う孤独・孤立対策地域協議会を置くよう努める。
・ 協議会の事務に従事する者等に係る秘密保持義務及び罰則規定を設ける。
施行期日 令和６年４月１日

趣旨
近時における社会の変化を踏まえ、日常生活若しくは社会生活において孤独を覚えることにより、又は社会から孤立していること

により心身に有害な影響を受けている状態にある者への支援等に関する取組について、その基本理念、国等の責務、施策の基本と
なる事項及び孤独・孤立対策推進本部の設置等について定める。
→ 「孤独・孤立に悩む人を誰ひとり取り残さない社会」、「相互に支え合い、人と人との「つながり」が生まれる社会」を目指す
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孤独・孤立対策推進法案の国会審議（１）

【令和５年４月19日 衆議院 内閣委員会 自民）鈴木貴子議員】
（小倉大臣） 法案の基本理念でも定めておりますとおり、孤独、孤立の問題は人生のあらゆる段階で何人にも生じ得るものであ
り、孤独、孤立の問題が社会全体の課題であるとの認識の下で、社会のあらゆる分野において孤独・孤立対策の推進を図っていく
ことが重要と考えております。
このような基本理念の下で、今後の孤独・孤立対策においては、委員が御指摘をされましたとおり、既存のあらゆる制度、施策

に孤独・孤立対策の視点を入れて取組を進めることが重要と考えております。
実際に、昨年九月に開催をした、私が議長を務めます孤独・孤立対策推進会議におきましても、私から各府省庁に対して、孤

独・孤立対策の視点を入れて、各種施策の充実強化により一層取り組んでいただくようお願いをしたところであります。
今回の法律の施行後におきましても、内閣府の企画立案及び総合調整機能を発揮することで、孤独・孤立対策の視点を組み入れ

た施策の推進に努めてまいりたいと思っております。

【令和５年４月21日 衆議院 内閣委員会 立憲）太栄志議員】
（小倉大臣） 先ほども申し上げたように、ＥＢＰＭの推進、それ自体は、孤独・孤立対策においても大事にしなければいけない、
そういう視点だと思っております。
実際に、既に、令和四年に行いました実態把握に関する全国調査によりますれば、孤独感に関する直接質問への回答について、

年齢階級別に見ますと、孤独感がしばしば、常にあると回答した人の割合が三十歳代や二十歳代の若い世代で高く、次いで五十歳
代や四十歳代の中高年でも孤独感が高い人が一定程度いることがうかがえ、とりわけ男性では、三十代のみならず五十代でも高い
ことなどが明らかになってきております。
こうした実態調査結果を踏まえて、例えば、ゲートキーパーの養成等の充実といった、若い世代を含む身近な相手と相談できる

ような取組の推進など、関係府省の施策を含め、孤独・孤立対策の施策を総合的に実施をしているところであります。
また、より学術的なという意味では、ＪＳＴの社会技術研究開発センターにおきまして、社会的孤立、孤独に至る要因やメカニ

ズムの分析を踏まえた予防の観点からの社会的仕組みの創出に資する研究開発が開始をされております。内閣官房といたしまして
も、この研究に関するＪＳＴとの情報交換を行っているところであります。
重点計画の基本方針にも記載のとおり、孤独、孤立に関する実態把握と併せて、孤独、孤立に関連するデータや学術研究の蓄積、

整備の推進に努め、これらを基に孤独・孤立対策における各種施策を効果的に推進をしていきたい、このように考えております。
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孤独・孤立対策推進法案の国会審議（２）

【令和５年５月25日 参議院 内閣委員会 自民）上月良祐議員】
（小倉大臣） 孤独・孤立対策においては、孤独、孤立の問題やそれらから生じ得る更なる問題に至らないようにする予防に取り
組みますことや、当事者等への支援に当たっては、当事者や家族等が相談できる誰かや信頼できる誰かと対等につながっていると
いう形で人と人とのつながりを実感できることが重要だと私どもも考えております。
それとともに、これも委員から御指摘ありましたスティグマの話でありますが、孤独・孤立の実態把握に関する全国調査結果に

よると、孤独感があり支援が必要と思っていても実際には支援が届いていない方が相応いることが示唆をされております。
その理由からは、第一に、支援を受けることを無理に我慢したり恥ずかしさや他者への迷惑を過度に意識すること、いわゆるス

ティグマがないようにするための環境づくりですとか、第二に、支援の受け方の分かりやすさ、手続の煩雑さの解消や軽減が求め
られていると考えられております。
そのため、当事者等が相談や支援につながる接点や場所を地域で増やしていくことや相談や支援を利用しやすい環境づくりが重

要と考えており、具体的には、当事者等が支援を求める声を上げやすく、周囲の方が気付きや対処をできるようにするための情報
発信、広報、普及啓発等の環境整備を推進をする、孤独・孤立対策に関する支援制度や相談先を一元化をして、情報発信するウェ
ブサイトを作成し、チャットボットにより悩みに応じた支援制度や相談先を案内をする、孤独、孤立の問題を抱える当事者等に
とって日常の様々な分野における緩やかなつながりを築けるような多様な各種の居場所づくりを推進するといった取組を進めるこ
ととしております。
孤独・孤立対策においては、いわゆる課題解決型の支援とともに、委員御指摘の予防の観点からの取組についても関係省庁との

連携や官民連携の下でしっかりと取り組んでまいります。
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孤独・孤立対策推進法案に対する附帯決議

孤独・孤立対策推進法案に対する附帯決議 （令和５年４月26日 衆議院内閣委員会）
政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について遺漏なきを期すべきである。

一 孤独・孤立対策においては、当事者等への支援を行う者の活動が果たす役割の重要性を踏まえつつ、当事者等の状況に応じた
支援が継続的に行われるようにすること。

二 国民の理解の増進等に関する施策を行う際には、社会のあらゆる分野において必要な啓発活動を積極的に行うこと。
三 相談支援体制の整備については、当事者等が相談しやすい環境を整備することの重要性を踏まえて行うこと。
四 地方公共団体等の孤独・孤立対策に係る施策を行うための支援の在り方について、政府は地方公共団体の意見を十分に踏まえ

た上で検討を行うこと。

孤独・孤立対策推進法案に対する附帯決議 （令和５年５月30日 参議院内閣委員会）
政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずるべきである。

一 孤独・孤立対策においては、NPO、社会福祉協議会及び民生委員・児童委員等当事者等への支援を行う者の活動が果たす役割
の重要性を踏まえつつ、当事者等の状況に応じた支援が継続的に行われるよう、国や地方公共団体、関係者の連携と協働の促進
を図ること。

二 NPO等の活動をきめ細かく支援する観点から、NPO等の活動の支援に必要な予算の安定的な確保に努めるとともに、複数年契
約の活用等によるNPO等の安定的な活動を実現するため、十分な環境整備を行うこと。

三 国民の理解の増進等に関する施策を行う際には、社会のあらゆる分野において必要な啓発活動を積極的に行うこと。
四 相談支援体制の整備については、当事者等が相談しやすい環境を整備することの重要性を踏まえて行うこと。
五 地方公共団体等の孤独・孤立対策に係る施策を行うための支援の在り方について、政府は地方公共団体の意見を十分に踏まえ

た上で検討を行い、その施策が円滑に実施されるよう、ガイドラインの作成等により、地方公共団体に対して必要な情報提供を
行うこと。

六 孤独・孤立対策重点計画に定める各施策の評価及び検証を適切に実施するとともに、それを踏まえ、孤独・孤立対策の在り方
について適宜見直しを行うこと。
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閣 副 第 4 2 8 号 

令和５年６月７日  

各 都 道 府 県 

各政令指定都市  孤独・孤立対策担当部局長 殿 

各 市 区 町 村 

内閣官房副長官補付（内政担当） 

孤 独 ・ 孤 立 対 策 担 当 室 長 

（ 公 印 省 略 ） 

孤独・孤立対策推進法の公布について（通知） 

平素より、孤独・孤立対策の推進に御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

孤独・孤立対策推進法（令和５年法律第 45号。以下「法」という。）が本日

公布されました。  

孤独・孤立の問題は、新型コロナウイルス感染拡大の影響等により一層深刻

な社会問題となっていることに加え、今後、単身世帯や単身高齢世帯の増加等

によりさらなる深刻化が懸念されます。 

 政府においては、令和３年２月に内閣官房孤独・孤立対策担当室を設置して

以降、孤独・孤立対策の重点計画の策定及び改定、孤独・孤立の実態把握に関

する全国調査、国における官民連携体制の構築、地方における官民連携体制の

モデル構築、一元的な相談支援体制の試行など、孤独・孤立対策を進める上で

基礎となる政策基盤や体制の整備を行ってきました。今後は、孤独・孤立対策

を現在のモデル開発や試行の段階から本格実施の段階へと進めていくため、国

及び地方における安定的・継続的な推進体制を整備することが必要となってい

ます。 

このため、法は、国及び地方において総合的な孤独・孤立対策に関する施策

を推進するため、孤独・孤立対策の基本理念、国等の責務、施策の基本となる

事項、国及び地方の推進体制等について定めるものです。また、法の施行期日

である令和６年４月１日から、孤独・孤立対策に関する事務を内閣官房から内

閣府へ移管して実施することとしています。 

（ 一 部 重 複 資 料 が あ る た め 削 除 ）
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 これにより、「孤独・孤立に悩む人を誰ひとり取り残さない社会」、「相互に

支え合い、人と人との「つながり」が生まれる社会」を目指して、孤独・孤立

対策を一層推進することとしています。 

 法の主たる内容は下記のとおりですので、法の趣旨を十分御理解いただき、

関係者に対する周知につきご協力をいただきますよう、よろしくお願い申し上

げます。別添として、法の概要に関する資料を添付いたしますので、周知に当

たって活用いただければ幸いです。 

なお、法の施行のために必要な関係政省令等については、今後、順次制定す

ることとしています。 

また、本通知は、地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 245条の４第１項の

規定に基づく技術的助言である旨申し添えます。 

記 

第１ 法の趣旨 

近時における社会の変化を踏まえ、日常生活若しくは社会生活において孤

独を覚えることにより、又は社会から孤立していることにより心身に有害な

影響を受けている状態にある者への支援等に関する取組について、その基本

理念、国等の責務、施策の基本となる事項及び孤独・孤立対策推進本部の設

置等について定める。 

第２ 法の概要 

１ 総則 

（１）目的（第１条関係）

この法律は、社会の変化により個人と社会及び他者との関わりが希薄に

なる中で、日常生活若しくは社会生活において孤独を覚えることにより、又

は社会から孤立していることにより心身に有害な影響を受けている状態

（以下「孤独・孤立の状態」という。）にある者の問題が深刻な状況にある

ことを踏まえ、孤独・孤立の状態となることの予防、孤独・孤立の状態にあ

る者への迅速かつ適切な支援その他孤独・孤立の状態から脱却することに

資する取組（以下「孤独・孤立対策」という。）について、その基本理念、

国等の責務及び施策の基本となる事項を定めるとともに、孤独・孤立対策推

進本部を設置すること等により、他の関係法律による施策と相まって、総合

的な孤独・孤立対策に関する施策を推進することを目的とすること。 
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（２）基本理念（第２条関係）

孤独・孤立対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければな

らないこと。 

ア 孤独・孤立の状態は人生のあらゆる段階において何人にも生じ得るもの

であり、社会の変化により孤独・孤立の状態にある者の問題が深刻な状況

にあることに鑑み、孤独・孤立の状態にある者の問題が社会全体の課題で

あるとの認識の下に、社会のあらゆる分野において孤独・孤立対策の推進

を図ることが重要であることを旨とすること。 

イ 孤独・孤立の状態となる要因及び孤独・孤立の状態が多様であることに

鑑み、孤独・孤立の状態にある者及びその家族等（以下「当事者等」とい

う。）の立場に立って、当事者等の状況に応じた支援が継続的に行われる

ようにすることを旨とすること。 

ウ 当事者等に対しては、その意向に沿って当事者等が社会及び他者との関

わりを持つことにより孤独・孤立の状態から脱却して日常生活及び社会生

活を円滑に営むことができるようになることを目標として、必要な支援が

行われるようにすることを旨とすること。 

（３）国の責務（第３条関係）

国は、（２）に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

孤独・孤立対策に関する施策を策定し、及び実施する責務を有すること。 

（４）地方公共団体の責務（第４条関係）

地方公共団体は、基本理念にのっとり、孤独・孤立対策に関し、国及び他

の地方公共団体との連携を図りつつ、その区域内における当事者等の状況

に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有すること。 

（５）国民の努力（第５条関係）

国民は、孤独・孤立の状態にある者に対する関心と理解を深めるとともに、

国及び地方公共団体が実施する孤独・孤立対策に関する施策に協力するよ

う努めるものとすること。 

（６）関係者の連携及び協力（第６条関係）

国、地方公共団体、当事者等への支援を行う者、地域住民その他の関係者

は、基本理念の実現に向けて、相互に連携を図りながら協力するよう努める

ものとすること。 

24



（７）法制上の措置等（第７条関係）

政府は、孤独・孤立対策に関する施策を実施するため必要な法制上又は財

政上の措置その他の措置を講じなければならないこと。 

２ 孤独・孤立対策に関する施策 

（１）孤独・孤立対策の重点計画（第８条関係）

ア 孤独・孤立対策推進本部は、孤独・孤立対策に関する施策の推進を図る

ための重点計画（以下「孤独・孤立対策重点計画」という。）を作成しな

ければならないこと。 

イ 孤独・孤立対策重点計画は、次に掲げる事項について定めるものとす

ること。 

（ア）孤独・孤立対策に関する施策についての基本的な方針

（イ）孤独・孤立対策に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

（ウ）（ア）及び（イ）に掲げるもののほか、孤独・孤立対策に関する施

策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

ウ 孤独・孤立対策重点計画に定める施策については、原則として、当該施

策の具体的な目標及びその達成の期間を定めるものとすること。 

エ 孤独・孤立対策推進本部は、アの規定により孤独・孤立対策重点計画

を作成したときは、遅滞なく、これを公表しなければならないこと。これ

を変更したときも、同様とすること。 

オ 孤独・孤立対策推進本部は、適時に、ウの規定により定める目標の達

成状況を調査し、その結果を遅滞なく公表しなければならないこと。 

（２）国民の理解の増進等（第９条関係）

国及び地方公共団体は、孤独・孤立対策に関し、広く国民一般の関心を高

め、その理解と協力を得るとともに、社会を構成する多様な主体の参加によ

る自主的な活動に資するよう、必要な啓発活動を積極的に行うよう努めるも

のとすること。 

（３）相談支援（第 10条関係）

国及び地方公共団体は、地方公共団体、当事者等への支援を行う者、地域

住民その他の関係者が、当事者等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び

助言その他の支援を行うことを推進するために必要な施策を講ずるよう努

めるものとすること。 
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（４）協議の促進等（第 11条関係）

国及び地方公共団体は、国、地方公共団体、当事者等への支援を行う者、

地域住民その他の関係者が相互に連携と協働を図ることにより、孤独・孤立

対策に関する施策の効果的な推進が図られることに鑑み、これらの者の間

における協議の促進その他の関係者相互間の連携と協働を促進するために

必要な施策を講ずるよう努めるものとすること。 

（５）人材の確保等（第 12条関係）

国及び地方公共団体は、当事者等への支援を行う人材の確保、養成及び資

質の向上に必要な施策を講ずるよう努めるものとすること。 

（６）地方公共団体及び当事者等への支援を行う者に対する支援（第 13条関係） 

  国は、孤独・孤立対策に関する施策に関し、地方公共団体が実施する施策

及び当事者等への支援を行う者が行う孤独・孤立対策に係る活動を支援する

ため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとすること。 

（７）調査研究の推進（第 14条関係）

国は、孤独・孤立の状態にある者の実態に関する調査研究その他の孤独・

孤立対策に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するよう努めるもの

とすること。 

（８）孤独・孤立対策地域協議会（第 15条関係）

ア 地方公共団体は、孤独・孤立対策を推進するために必要な連携及び協働

を図るため、単独で又は共同して、当事者等に対する支援（以下「支援」

という。）に関係する機関及び団体、支援に関係する職務に従事する者そ

の他の関係者（以下「関係機関等」という。）により構成される孤独・孤

立対策地域協議会（以下「協議会」という。）を置くよう努めるものとす

ること。 

イ 地方公共団体の長は、協議会を設置したときは、内閣府令で定めるとこ

ろにより、その旨を公示しなければならないこと。 

（９）協議会の事務等（第 16条関係）

ア 協議会は、（８）のアの目的を達するため、必要な情報の交換を行うと

ともに、支援の内容に関する協議を行うものとすること。 

イ 協議会を構成する関係機関等（以下「構成機関等」という。）は、アの

協議の結果に基づき、支援を行うものとすること。 
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ウ 協議会は、アに規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認

めるとき、又は構成機関等による支援の実施に関し他の構成機関等から要

請があった場合において必要があると認めるときは、構成機関等に対し、

支援の対象となる当事者等に関する情報の提供、意見の開陳その他の必要

な協力を求めることができること。 

（10）協議会の孤独・孤立対策調整機関（第 17条関係）

ア 協議会を設置した地方公共団体の長は、構成機関等のうちから一の機関

又は団体を限り孤独・孤立対策調整機関（以下「調整機関」という。）と

して指定することができること。 

イ 調整機関は、協議会に関する事務を総括するとともに、必要な支援が適

切に行われるよう、協議会の定めるところにより、構成機関等が行う支援

の状況を把握しつつ、必要に応じて他の構成機関等が行う支援を組み合わ

せるなど構成機関等相互の連絡調整を行うものとすること。 

（11）秘密保持義務（第 18条関係）

協議会の事務（調整機関としての事務を含む。以下同じ。）に従事する者

又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由がなく、協議会の事務に

関して知り得た秘密を漏らしてはならないこと。 

（12）協議会の定める事項（第 19条関係）

（８）から（11）までに定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し

必要な事項は、協議会が定めること。 

３ 孤独・孤立対策推進本部 

（１）設置（第 20条関係）

内閣府に、特別の機関として、孤独・孤立対策推進本部（以下「本部」と

いう。）を置くこと。 

（２）所掌事務等（第 21条関係）

ア 本部は、次に掲げる事務をつかさどること。

（ア）孤独・孤立対策重点計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

（イ）（ア）に掲げるもののほか、孤独・孤立対策に関する重要な事項に

ついて審議すること。

イ 本部は、アの（ア）に掲げる事務を遂行するため、必要に応じ、地方公

共団体、協議会又は関係機関等の意見を聴くものとすること。 
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（３）組織（第 22条関係）

本部は、孤独・孤立対策推進本部長、孤独・孤立対策推進副本部長及び

孤独・孤立対策推進本部員をもって組織すること。 

（４）孤独・孤立対策推進本部長（第 23条関係）

ア 本部の長は、孤独・孤立対策推進本部長（以下「本部長」という。）と

し、内閣総理大臣をもって充てること。 

イ 本部長は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督すること。

（５）孤独・孤立対策推進副本部長（第 24条関係）

ア 本部に、孤独・孤立対策推進副本部長（以下「副本部長」という。）を

置き、内閣官房長官並びに内閣府設置法（平成 11年法律第 89号）第９条

第１項に規定する特命担当大臣であって同項の規定により命を受けて同

法第４条第１項第 34号に掲げる事項に関する事務及びこれに関連する同

条第３項に規定する事務を掌理するものをもって充てること。 

イ 副本部長は、本部長の職務を助けること。

（６）孤独・孤立対策推進本部員（第 25条関係）

ア 本部に、孤独・孤立対策推進本部員（以下「本部員」という。）を置く

こと。 

イ 本部員は、次に掲げる者をもって充てること。

（ア）総務大臣

（イ）法務大臣

（ウ）文部科学大臣

（エ）厚生労働大臣

（オ）農林水産大臣

（カ）国土交通大臣

（キ）環境大臣

（ク）（ア）から（キ）までに掲げるもののほか、本部長及び副本部長以

外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者

（７）資料提出の要求等（第 26条関係）

ア 本部は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関

係行政機関の長に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力

を求めることができること。 

イ 本部は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるとき
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は、アに規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することがで

きること。 

（８）政令への委任（第 27条関係）

（１）から（７）までに定めるもののほか、本部の組織及び運営に関し必

要な事項は、政令で定めること。 

４ 罰則（第 28条関係） 

２の（11）の規定に違反した者は、一年以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰

金に処すること。 

第３ 施行期日等 

１ 施行期日（附則第１条関係） 

法は、令和６年４月１日から施行すること。 

２ 経過措置（附則第２条関係） 

  この法律の施行に関し必要な経過措置を定めること。 

３ 検討（附則第３条関係） 

政府は、法の施行後五年を経過した場合において、法の施行の状況等を踏ま

え、孤独・孤立対策の在り方について検討を加え、必要があると認めるときは、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。 

４ 内閣府設置法の一部改正（附則第４条関係） 

  内閣府設置法について所要の規定の整備を行うものとすること。 
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令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報

（
基
本
理
念
）

第
二
条

孤
独
・
孤
立
対
策
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
基
本
理
念
と
し
て
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

孤
独
・
孤
立
の
状
態
は
人
生
の
あ
ら
ゆ
る
段
階
に
お
い
て
何
人
に
も
生
じ
得
る
も
の
で
あ
り
、
社
会
の
変
化
に

よ
り
孤
独
・
孤
立
の
状
態
に
あ
る
者
の
問
題
が
深
刻
な
状
況
に
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
孤
独
・
孤
立
の
状
態
に
あ
る

者
の
問
題
が
社
会
全
体
の
課
題
で
あ
る
と
の
認
識
の
下
に
、
社
会
の
あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
い
て
孤
独
・
孤
立
対
策

の
推
進
を
図
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
を
旨
と
す
る
こ
と
。

孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
法
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
五
年
六
月
七
日

内
閣
総
理
大
臣

岸
田

文
雄

法
律
第
四
十
五
号

孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
法

目
次第

一
章

総
則
（
第
一
条

第
七
条
）

第
二
章

孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
す
る
施
策
（
第
八
条

第
十
九
条
）

第
三
章

孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
本
部
（
第
二
十
条

第
二
十
七
条
）

第
四
章

罰
則
（
第
二
十
八
条
）

附
則

第
一
章

総
則

（
目
的
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
社
会
の
変
化
に
よ
り
個
人
と
社
会
及
び
他
者
と
の
関
わ
り
が
希
薄
に
な
る
中
で
、
日
常
生
活

若
し
く
は
社
会
生
活
に
お
い
て
孤
独
を
覚
え
る
こ
と
に
よ
り
、
又
は
社
会
か
ら
孤
立
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
心
身
に

有
害
な
影
響
を
受
け
て
い
る
状
態
（
以
下
「
孤
独
・
孤
立
の
状
態
」
と
い
う
。）に
あ
る
者
の
問
題
が
深
刻
な
状
況
に

あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
孤
独
・
孤
立
の
状
態
と
な
る
こ
と
の
予
防
、
孤
独
・
孤
立
の
状
態
に
あ
る
者
へ
の
迅
速
か
つ

適
切
な
支
援
そ
の
他
孤
独
・
孤
立
の
状
態
か
ら
脱
却
す
る
こ
と
に
資
す
る
取
組
（
以
下
「
孤
独
・
孤
立
対
策
」
と
い

う
。）に
つ
い
て
、
そ
の
基
本
理
念
、
国
等
の
責
務
及
び
施
策
の
基
本
と
な
る
事
項
を
定
め
る
と
と
も
に
、
孤
独
・
孤

立
対
策
推
進
本
部
を
設
置
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
他
の
関
係
法
律
に
よ
る
施
策
と
相
ま
っ
て
、
総
合
的
な
孤
独
・
孤

立
対
策
に
関
す
る
施
策
を
推
進
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。


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令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報

二

孤
独
・
孤
立
の
状
態
と
な
る
要
因
及
び
孤
独
・
孤
立
の
状
態
が
多
様
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
孤
独
・
孤
立
の
状

態
に
あ
る
者
及
び
そ
の
家
族
等
（
以
下
「
当
事
者
等
」
と
い
う
。）の
立
場
に
立
っ
て
、
当
事
者
等
の
状
況
に
応
じ

た
支
援
が
継
続
的
に
行
わ
れ
る
よ
う
に
す
る
こ
と
を
旨
と
す
る
こ
と
。

三

当
事
者
等
に
対
し
て
は
、
そ
の
意
向
に
沿
っ
て
当
事
者
等
が
社
会
及
び
他
者
と
の
関
わ
り
を
持
つ
こ
と
に
よ
り

孤
独
・
孤
立
の
状
態
か
ら
脱
却
し
て
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
円
滑
に
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
こ
と

を
目
標
と
し
て
、
必
要
な
支
援
が
行
わ
れ
る
よ
う
に
す
る
こ
と
を
旨
と
す
る
こ
と
。

（
国
の
責
務
）

第
三
条

国
は
、
前
条
に
定
め
る
基
本
理
念
（
次
条
及
び
第
六
条
に
お
い
て
「
基
本
理
念
」
と
い
う
。）に
の
っ
と
り
、

孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
す
る
施
策
を
策
定
し
、
及
び
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。

（
地
方
公
共
団
体
の
責
務
）

第
四
条

地
方
公
共
団
体
は
、
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
し
、
国
及
び
他
の
地
方
公
共
団
体
と

の
連
携
を
図
り
つ
つ
、
そ
の
区
域
内
に
お
け
る
当
事
者
等
の
状
況
に
応
じ
た
施
策
を
策
定
し
、
及
び
実
施
す
る
責
務

を
有
す
る
。

（
国
民
の
努
力
）

第
五
条

国
民
は
、
孤
独
・
孤
立
の
状
態
に
あ
る
者
に
対
す
る
関
心
と
理
解
を
深
め
る
と
と
も
に
、
国
及
び
地
方
公
共

団
体
が
実
施
す
る
孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
す
る
施
策
に
協
力
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
関
係
者
の
連
携
及
び
協
力
）

第
六
条

国
、
地
方
公
共
団
体
、
当
事
者
等
へ
の
支
援
を
行
う
者
、
地
域
住
民
そ
の
他
の
関
係
者
は
、
基
本
理
念
の
実

現
に
向
け
て
、
相
互
に
連
携
を
図
り
な
が
ら
協
力
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
法
制
上
の
措
置
等
）

第
七
条

政
府
は
、
孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
す
る
施
策
を
実
施
す
る
た
め
必
要
な
法
制
上
又
は
財
政
上
の
措
置
そ
の
他

の
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
章

孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
す
る
施
策

（
孤
独
・
孤
立
対
策
の
重
点
計
画
）

第
八
条

孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
本
部
は
、
孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
す
る
施
策
の
推
進
を
図
る
た
め
の
重
点
計
画
（
以

下
こ
の
条
及
び
第
二
十
一
条
第
一
項
第
一
号
に
お
い
て
「
孤
独
・
孤
立
対
策
重
点
計
画
」
と
い
う
。）を
作
成
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

２

孤
独
・
孤
立
対
策
重
点
計
画
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。

一

孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
す
る
施
策
に
つ
い
て
の
基
本
的
な
方
針

二

孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
し
、
政
府
が
総
合
的
か
つ
計
画
的
に
講
ず
べ
き
施
策

三

前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
か
つ
計
画
的
に
推
進
す
る
た
め

に
必
要
な
事
項

３

孤
独
・
孤
立
対
策
重
点
計
画
に
定
め
る
施
策
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
当
該
施
策
の
具
体
的
な
目
標
及
び
そ

の
達
成
の
期
間
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

４

孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
本
部
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
孤
独
・
孤
立
対
策
重
点
計
画
を
作
成
し
た
と
き
は
、
遅

滞
な
く
、
こ
れ
を
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
を
変
更
し
た
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

５

孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
本
部
は
、
適
時
に
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
定
め
る
目
標
の
達
成
状
況
を
調
査
し
、
そ
の

結
果
を
遅
滞
な
く
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
国
民
の
理
解
の
増
進
等
）

第
九
条

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
し
、
広
く
国
民
一
般
の
関
心
を
高
め
、
そ
の
理
解
と
協

力
を
得
る
と
と
も
に
、
社
会
を
構
成
す
る
多
様
な
主
体
の
参
加
に
よ
る
自
主
的
な
活
動
に
資
す
る
よ
う
、
必
要
な
啓

発
活
動
を
積
極
的
に
行
う
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
相
談
支
援
）

第
十
条

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
地
方
公
共
団
体
、
当
事
者
等
へ
の
支
援
を
行
う
者
、
地
域
住
民
そ
の
他
の
関
係

者
が
、
当
事
者
等
か
ら
の
相
談
に
応
じ
、
必
要
な
情
報
の
提
供
及
び
助
言
そ
の
他
の
支
援
を
行
う
こ
と
を
推
進
す
る

た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
協
議
の
促
進
等
）

第
十
一
条

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
国
、
地
方
公
共
団
体
、
当
事
者
等
へ
の
支
援
を
行
う
者
、
地
域
住
民
そ
の
他

の
関
係
者
が
相
互
に
連
携
と
協
働
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
す
る
施
策
の
効
果
的
な
推
進
が
図

ら
れ
る
こ
と
に
鑑
み
、
こ
れ
ら
の
者
の
間
に
お
け
る
協
議
の
促
進
そ
の
他
の
関
係
者
相
互
間
の
連
携
と
協
働
を
促
進

す
る
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
人
材
の
確
保
等
）

第
十
二
条

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
当
事
者
等
へ
の
支
援
を
行
う
人
材
の
確
保
、
養
成
及
び
資
質
の
向
上
に
必
要

な
施
策
を
講
ず
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
地
方
公
共
団
体
及
び
当
事
者
等
へ
の
支
援
を
行
う
者
に
対
す
る
支
援
）

第
十
三
条

国
は
、
孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
す
る
施
策
に
関
し
、
地
方
公
共
団
体
が
実
施
す
る
施
策
及
び
当
事
者
等
へ

の
支
援
を
行
う
者
が
行
う
孤
独
・
孤
立
対
策
に
係
る
活
動
を
支
援
す
る
た
め
、
情
報
の
提
供
そ
の
他
の
必
要
な
措
置

を
講
ず
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
調
査
研
究
の
推
進
）

第
十
四
条

国
は
、
孤
独
・
孤
立
の
状
態
に
あ
る
者
の
実
態
に
関
す
る
調
査
研
究
そ
の
他
の
孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
す

る
施
策
の
策
定
に
必
要
な
調
査
研
究
を
推
進
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
孤
独
・
孤
立
対
策
地
域
協
議
会
）

第
十
五
条

地
方
公
共
団
体
は
、
孤
独
・
孤
立
対
策
を
推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
連
携
及
び
協
働
を
図
る
た
め
、
単
独

で
又
は
共
同
し
て
、
当
事
者
等
に
対
す
る
支
援
（
以
下
こ
の
項
、
次
条
及
び
第
十
七
条
第
二
項
に
お
い
て
単
に
「
支

援
」
と
い
う
。）に
関
係
す
る
機
関
及
び
団
体
、
支
援
に
関
係
す
る
職
務
に
従
事
す
る
者
そ
の
他
の
関
係
者
（
次
条
第

二
項
及
び
第
二
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
「
関
係
機
関
等
」
と
い
う
。）に
よ
り
構
成
さ
れ
る
孤
独
・
孤
立
対
策
地
域

協
議
会
（
以
下
「
協
議
会
」
と
い
う
。）を
置
く
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

２

地
方
公
共
団
体
の
長
は
、
協
議
会
を
設
置
し
た
と
き
は
、
内
閣
府
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
旨
を
公
示

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
協
議
会
の
事
務
等
）

第
十
六
条

協
議
会
は
、
前
条
第
一
項
の
目
的
を
達
す
る
た
め
、
必
要
な
情
報
の
交
換
を
行
う
と
と
も
に
、
支
援
の
内

容
に
関
す
る
協
議
を
行
う
も
の
と
す
る
。

２

協
議
会
を
構
成
す
る
関
係
機
関
等
（
次
項
及
び
次
条
に
お
い
て
「
構
成
機
関
等
」
と
い
う
。）は
、
前
項
の
協
議
の

結
果
に
基
づ
き
、
支
援
を
行
う
も
の
と
す
る
。

３

協
議
会
は
、
第
一
項
に
規
定
す
る
情
報
の
交
換
及
び
協
議
を
行
う
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
、
又
は
構
成

機
関
等
に
よ
る
支
援
の
実
施
に
関
し
他
の
構
成
機
関
等
か
ら
要
請
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
必
要
が
あ
る
と
認
め
る

と
き
は
、
構
成
機
関
等
に
対
し
、
支
援
の
対
象
と
な
る
当
事
者
等
に
関
す
る
情
報
の
提
供
、
意
見
の
開
陳
そ
の
他
の

必
要
な
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
協
議
会
の
孤
独
・
孤
立
対
策
調
整
機
関
）

第
十
七
条

協
議
会
を
設
置
し
た
地
方
公
共
団
体
の
長
は
、
構
成
機
関
等
の
う
ち
か
ら
一
の
機
関
又
は
団
体
を
限
り
孤

独
・
孤
立
対
策
調
整
機
関
（
次
項
及
び
次
条
に
お
い
て
「
調
整
機
関
」と
い
う
。）と
し
て
指
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

調
整
機
関
は
、
協
議
会
に
関
す
る
事
務
を
総
括
す
る
と
と
も
に
、
必
要
な
支
援
が
適
切
に
行
わ
れ
る
よ
う
、
協
議

会
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
構
成
機
関
等
が
行
う
支
援
の
状
況
を
把
握
し
つ
つ
、
必
要
に
応
じ
て
他
の
構
成
機
関

等
が
行
う
支
援
を
組
み
合
わ
せ
る
な
ど
構
成
機
関
等
相
互
の
連
絡
調
整
を
行
う
も
の
と
す
る
。

（
秘
密
保
持
義
務
）

第
十
八
条

協
議
会
の
事
務
（
調
整
機
関
と
し
て
の
事
務
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）に
従
事
す
る
者
又

は
協
議
会
の
事
務
に
従
事
し
て
い
た
者
は
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、
協
議
会
の
事
務
に
関
し
て
知
り
得
た
秘
密
を
漏

ら
し
て
は
な
ら
な
い
。

（
協
議
会
の
定
め
る
事
項
）

第
十
九
条

第
十
五
条
か
ら
前
条
ま
で
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
協
議
会
の
組
織
及
び
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、

協
議
会
が
定
め
る
。


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第
四
十
条
第
三
項
の
表
民
間
資
金
等
活
用
事
業
推
進
会
議
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
本
部

孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
法

内
閣
総
理
大
臣

岸
田

文
雄

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報

第
三
章

孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
本
部

（
設
置
）

第
二
十
条

内
閣
府
に
、
特
別
の
機
関
と
し
て
、
孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
本
部
（
以
下
「
本
部
」
と
い
う
。）を
置
く
。

（
所
掌
事
務
等
）

第
二
十
一
条

本
部
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

一

孤
独
・
孤
立
対
策
重
点
計
画
を
作
成
し
、
及
び
そ
の
実
施
を
推
進
す
る
こ
と
。

二

前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
孤
独
・
孤
立
対
策
に
関
す
る
重
要
な
事
項
に
つ
い
て
審
議
す
る
こ
と
。

２

本
部
は
、
前
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
務
を
遂
行
す
る
た
め
、
必
要
に
応
じ
、
地
方
公
共
団
体
、
協
議
会
又
は
関
係

機
関
等
の
意
見
を
聴
く
も
の
と
す
る
。

（
組
織
）

第
二
十
二
条

本
部
は
、
孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
本
部
長
、
孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
副
本
部
長
及
び
孤
独
・
孤
立
対
策

推
進
本
部
員
を
も
っ
て
組
織
す
る
。

（
孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
本
部
長
）

第
二
十
三
条

本
部
の
長
は
、
孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
本
部
長
（
以
下
「
本
部
長
」
と
い
う
。）と
し
、
内
閣
総
理
大
臣

を
も
っ
て
充
て
る
。

２

本
部
長
は
、
本
部
の
事
務
を
総
括
し
、
所
部
の
職
員
を
指
揮
監
督
す
る
。

（
孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
副
本
部
長
）

第
二
十
四
条

本
部
に
、
孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
副
本
部
長
（
次
項
及
び
次
条
第
二
項
に
お
い
て
「
副
本
部
長
」
と
い

う
。）を
置
き
、
内
閣
官
房
長
官
並
び
に
内
閣
府
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
九
条
第
一
項
に
規
定

す
る
特
命
担
当
大
臣
で
あ
っ
て
同
項
の
規
定
に
よ
り
命
を
受
け
て
同
法
第
四
条
第
一
項
第
三
十
四
号
に
掲
げ
る
事
項

に
関
す
る
事
務
及
び
こ
れ
に
関
連
す
る
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
事
務
を
掌
理
す
る
も
の
を
も
っ
て
充
て
る
。

２

副
本
部
長
は
、
本
部
長
の
職
務
を
助
け
る
。

（
孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
本
部
員
）

第
二
十
五
条

本
部
に
、
孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
本
部
員
（
次
項
に
お
い
て
「
本
部
員
」
と
い
う
。）を
置
く
。

２

本
部
員
は
、
次
に
掲
げ
る
者
を
も
っ
て
充
て
る
。

一

総
務
大
臣

二

法
務
大
臣

三

文
部
科
学
大
臣

四

厚
生
労
働
大
臣

五

農
林
水
産
大
臣

六

国
土
交
通
大
臣

七

環
境
大
臣

八

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
本
部
長
及
び
副
本
部
長
以
外
の
国
務
大
臣
の
う
ち
か
ら
、
内
閣
総
理
大
臣
が

指
定
す
る
者

（
資
料
提
出
の
要
求
等
）

第
二
十
六
条

本
部
は
、
そ
の
所
掌
事
務
を
遂
行
す
る
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
関
係
行
政
機
関
の
長

に
対
し
、
資
料
の
提
出
、
意
見
の
開
陳
、
説
明
そ
の
他
必
要
な
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

本
部
は
、
そ
の
所
掌
事
務
を
遂
行
す
る
た
め
に
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
前
項
に
規
定
す
る
者
以
外

の
者
に
対
し
て
も
、
必
要
な
協
力
を
依
頼
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
政
令
へ
の
委
任
）

第
二
十
七
条

第
二
十
条
か
ら
前
条
ま
で
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
本
部
の
組
織
及
び
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、

政
令
で
定
め
る
。

第
四
章

罰
則

第
二
十
八
条

第
十
八
条
の
規
定
に
違
反
し
た
者
は
、
一
年
以
下
の
拘
禁
刑
又
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

刑
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
六
十
七
号
）
の
施
行
の
日
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

「
刑
法
施
行
日
」
と
い
う
。）の
前
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
第
二
十
八
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
中
「
拘

禁
刑
」
と
あ
る
の
は
、「
懲
役
」
と
す
る
。
刑
法
施
行
日
以
後
に
お
け
る
刑
法
施
行
日
前
に
し
た
行
為
に
対
す
る
同
条

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
も
、
同
様
と
す
る
。

（
検
討
）

第
三
条

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
五
年
を
経
過
し
た
場
合
に
お
い
て
、こ
の
法
律
の
施
行
の
状
況
等
を
踏
ま
え
、

孤
独
・
孤
立
対
策
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必

要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

（
内
閣
府
設
置
法
の
一
部
改
正
）

第
四
条

内
閣
府
設
置
法
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
一
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

三
十
四

孤
独
・
孤
立
対
策
（
孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
法
（
令
和
五
年
法
律
第
四
十
五
号
）
第
一
条
に
規
定
す
る

も
の
を
い
う
。
第
三
項
第
二
十
七
号
の
五
に
お
い
て
同
じ
。）の
推
進
を
図
る
た
め
の
基
本
的
な
政
策
に
関
す
る

事
項

第
四
条
第
三
項
第
二
十
七
号
の
三
の
次
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

二
十
七
の
四

孤
独
・
孤
立
対
策
重
点
計
画
（
孤
独
・
孤
立
対
策
推
進
法
第
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
も
の
を
い

う
。）の
作
成
及
び
推
進
に
関
す
る
こ
と
。

二
十
七
の
五

前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
孤
独
・
孤
立
対
策
の
推
進
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
他
省
の
所
掌
に

属
し
な
い
も
の
の
企
画
及
び
立
案
並
び
に
実
施
に
関
す
る
こ
と
。


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●孤独・孤立対策の実施状況について、「実施中・実施予定」と回答した都道府県（指定都市を含む）の割合は50.7％であり、
市町村（特別区を含む）は19.3％となっている。都道府県では「検討中」も合わせた割合が約９割に達しており、孤独・孤立対
策が浸透しつつあることが伺える（図１）。
●市町村の人口規模別の実施状況をみると、人口50万人以上の市では約４割が「実施中・実施予定」と回答しているが、人口規
模が小さくなるに従って、その割合が低くなっている（図２）。

地方公共団体における孤独・孤立対策に関するアンケート調査結果の概要（未定稿）

調査概要
● 調査方法

孤独・孤立対策担当室が、総務省が運用している調査・照会システ
ムを活用してオンラインで、すべての都道府県・市町村（孤独・孤立対
策登録担当窓口）に調査票を送付し、回収。
● 調査期日：令和５年３月29日～５月15日
● 回答率：都道府県・政令市：100％（67/67）

市区町村：76.3％（1314/1721）

50.7 

19.3 

37.3 

34.6 

11.9 

46.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

都道府県(n=67)

市町村(n=1,314)

図１ 孤独・孤立対策の実施状況

実施中・実施予定 検討中 予定なし
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2万人～5万人未満(n=326)

1万人～2万人未満(n=220)

～1万人未満(n=362)

図２ 市町村の孤独・孤立対策の実施状況（人口規模別）
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図３ 市町村の孤独・孤立対策の実施状況（地域別）

実施中・実施予定 検討中 予定なし
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地域の孤独・孤立の問題が深刻化又は

顕在化したため

政府の孤独・孤立対策が開始されたため

内閣官房の地方版孤独・孤立対策官民

連携プラットフォーム事業があったため

首長の意向を受けて

管内の団体や地域住民等からの要望を

受けて

孤独・孤立対策の立法化を受けて

都道府県からの働きかけを受けて

その他

図４ 孤独・孤立対策の実施のきっかけ（複数回答）
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地域住民等への普及啓発・情報発信（シンポジ

ウム、勉強会等）

庁内外の関係者の連携・協働体制（地方版プ

ラットフォーム等）の構築・運営

管内の孤独・孤立に関する実態調査や地域課題

の抽出

孤独・孤立の問題に取り組むNPO 等への財政

支援

管内市町村の取組支援

相談支援窓口の設置・運営

孤独・孤立の当事者や家族等への個別の支援

について協議する場（孤独・孤立対策地域協議

会等）の設置・運営

孤独・孤立対策の実施計画等の作成

その他

図５ 実施中・実施予定の孤独・孤立対策の内容（複数回答）

都道府県

市町村

(%)

●孤独・孤立対策を「実施中・実施予定」と回答した自治体に対して、そのきっかけを聞いたところ、都道府県、市町村ともに
「地域の孤独・孤立の問題が深刻化又は顕在化したため」と回答した割合が高くなっている（図４）。
●実施中・実施予定の孤独・孤立対策の内容については、都道府県は「地域住民等への普及啓発・情報発信（シンポジウム、勉
強会等）」と回答した割合が55.9％と最も高い一方、市町村は「相談支援窓口の設置・運営」が68.5％となっている。「庁内
外の関係者の連携・協働体制の構築・運営」は、ともに約５割の団体で実施中・実施予定となっている（図５）。
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図６ 孤独・孤立対策の実施上の課題（複数回答）
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ジウム、勉強会等）

庁内外の関係者の連携・協働体制（地方版プ

ラットフォーム等）の構築・運営

孤独・孤立の問題に取り組むNPO 等への財

政支援

孤独・孤立の当事者や家族等への個別の支

援について協議する場（孤独・孤立対策地域

協議会等）の設置・運営

相談支援窓口の設置・運営

管内の孤独・孤立に関する実態調査や地域課

題の抽出

管内市町村の取組支援

孤独・孤立対策の実施計画等の作成

その他

図７ 財源があれば実施したい取組（複数回答）

都道府県

市町村

(%)

●孤独・孤立対策の実施上の課題については、都道府県は「庁内関係部局の理解や協力の確保」（67.6％）や「既存の福祉事業
（重層的支援体制整備事業等）との重複の整理」、「関係団体の理解や協力の確保」（55.9％）の割合が高くなっている一方、
市町村は「実施に必要な知識やノウハウ不足」（65.0％）や「職員の確保」（56.3％）が高くなっている（図６）。
●孤独・孤立対策の実施上の課題として「財源の確保」と回答した自治体に対して、財源があれば実施したい取組を聞いたとこ
ろ、都道府県は「地域住民等への普及啓発・情報発信（シンポジウム、勉強会等）」（83.3％）や「庁内外の関係者の連携・協
働体制の構築・運営」（66.7％）と回答した割合が高い一方、市町村は「相談支援窓口の設置・運営」（66.1％）となってい
る（図７）。
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●孤独・孤立対策の実施を「検討中」と回答した自治体に対して、その実施に移行するために必要なことは何か聞いたところ、
都道府県、市町村ともに、「孤独・孤立対策の知見やノウハウ、先行取組事例等の蓄積」や「庁内関係部局の理解や協力の確
保」の割合が高くなっている（図８）。
●孤独・孤立対策を「実施する予定なし」と回答した市町村に対して、対策の必要性の有無を聞いたところ、「必要性を感じて
いる」と回答した割合が56.3％であり、「必要性を感じていない」が31.5％、「考えたことがない」12.2％となっている（図
９）。
また、対策の必要性を感じつつも、実施しない理由については、「庁内の人員・体制が不十分であるため」（81.7％）、「孤

独・孤立対策の知見やノウハウが不足しているため」（69.4％）の割合が高くなっている（図10）。
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図８ 孤独・孤立対策の実施条件（複数回答）
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図９ 実施予定なしの市町村の孤独・孤立対策の必要性
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図10 孤独・孤立対策の必要性を感じつつも、実施しない理由

【市町村】（複数回答） (%)
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令和５年６月１３日 

内 閣 官 房 

地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム推進事業に係る 

第一次取組団体の決定 

 政府の総合経済対策事業の一つである「地方版孤独・孤立対策官民

連携プラットフォーム推進事業」については、以下の９団体を第一次

取組団体として決定します。 

○第一次取組団体

（１）都道府県・政令指定都市（４団体）

富山県、仙台市、北九州市、福岡市 

（２）市区町村（政令指定都市除く）（５団体）

座間市（神奈川県）、飯山市（長野県）、生駒市（奈良県）、 

鳥取市（鳥取県）、福山市（広島県） 

○その他

・事業概要、各団体の取組予定は別添のとおり。

・取組団体の追加公募を予定しています。

【連絡先】 

 内閣官房 孤独・孤立対策担当室 参事官補佐 髙橋（範） 

電 話：03-3581-0166（内線 82831） 
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別添 
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都道府県・政令指定都市 取組団体（４団体） 

団体名 概要（○…現状、●…今後の取組） 

富山県 ○これまで、自殺対策や生活困窮者対策、重層的支援体制整備事業、ヤングケ

アラーなど孤独・孤立に関連する様々な事業を実施し、各種会議を立ち上げ

て取り組んできた。 

●今後、これらの事業を効果的に推進するためにプラットフォームを形成し、

県内自治体やＮＰＯ等支援団体の参加も募っていきたい。また、具体的な取

組として、孤独・孤立に関するＮＰＯ等関係団体の取組み調査の実施、ＰＦ

会員間の勉強会、県民向けイベント（パネルディスカッション等）の開催や

ＳＮＳ等を活用した意見交換の場の開設などを検討していきたい。

仙台市 ○これまで、単身高齢者等を対象とした各種見守りに係る事業を実施してきた

ほか、生活困窮者の相談に対応する仙台市生活自立・仕事相談センター「わ

んすてっぷ」を設置するなど、高齢者や障害者、子ども、生活困窮者等、対

象者に応じて必要な事業を実施しており、複合的な課題を抱える事案につい

て、各事業の所管部署や関係機関が連携し対応している。

●社会福祉法および生活困窮者自立支援法に基づく支援会議を統合した「仙台

市つながる支援連絡会議」を孤独・孤立対策の情報共有を行う場としても活

用し、庁内関係部署間の連携強化や民間団体との連携のあり方等について検

討していく。また、支援窓口の情報提供、孤独・孤立対策に関するイベント

の開催などを実施したい。

北九州市 

２回目 

○これまで、官民連携 PF として「北九州市孤独・孤立対策等連携協議会」を

令和４年２月に設立した。市内の NPO 法人等様々な分野で活動する１５団体

が参加している。

●協議会の取組を充実させるため、行政からの押し付けではなく自発的・自走

的な活動内容にしていくべきとする課題意識のもと、協議会の事務局機能を

参加しているＮＰＯ法人等に移行することを検討予定である。また、具体的

取組として、支援関係団体の活動を取材し、情報共有、共同実施することで

相互理解を深めていきたい。

40



団体名 概要（○…現状、●…今後の取組） 

福岡市 ○これまで、重層的支援体制整備事業における移行準備事業のほか、複合化・

複雑化した課題に対応し包括的な支援体制を構築するため庁内関係課による

「地域共生推進会議」を設置した。

●本事業において、①孤立死防止、②生活困窮者支援といった「孤独・孤立」

と関係が深いこれまでの取組と、構想段階である③孤独・孤立を背景とした

課題の対応に向けた企業等と連携したプロジェクトに取り組む官民連携プラ

ットフォームを形成したうえで、これを活用した多様な関係主体の巻き込

み、啓発イベントの開催、広報、啓発グッズの作成等を行いたい。
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市区町村（政令指定都市除く）取組団体（５団体） 

団体名 概要（○…現状、●…今後の取組） 

神奈川県 座間市
ざ ま し

○これまで、生活困窮者自立支援事業の施行を契機として、支援調整会

議「チーム座間」として、地域の方々から様々な協力を得ながら、

「断らない相談支援」による支援体制づくりに取り組んできた。

●今後、相談者の複合的な生活課題に対応するため、孤独・孤立対策と

して水平的な公民連携の取組を更に庁内・地域に広げていきたい。ま

た、具体的事業として、ＬＩＮＥを用いた啓発や相談をアウトリーチ

で実施することや啓発のための学習会の開催、相談機関やＮＰＯ等支

援団体へのヒアリング、社会参加としての就労支援の強化、アートな

どでつながる場の創出なども検討していきたい。

長野県 飯山市
い い や ま し

○これまで、ひきこもり支援や自殺対策事業への取組、市に福祉職場経

験者が対応する総合相談窓口の設置などを実施。また、今年度、市で

初の「地域福祉計画」を策定し、地域住民・事業者やＮＰＯ・行政の

連携強化に向け、重層的支援体制整備事業に繋がる相談支援体制の見

える化を推進してきた。

●プラットフォームを設立し、ひきこもりにつながる不登校やメンタル

の不調など子どもたちのＳＯＳをキャッチして寄り添う体制の強化、

８０５０問題などのアウトリーチ、多様なケースの情報共有や早期発

見ができる連携の強化、子ども食堂など子どもの貧困への支援、ゴミ

屋敷問題など成人の精神保健分野へのかかわりについても関係者で検

討していきたい。

奈良県 生駒市
い こ ま し

○これまで、介護予防の取組や生活支援体制整備事業等を通じた高齢者

の通いの場の創出など各種取組を実施してきており、本年５月９日に

は、地域共生社会の実現に向けた取組について庁内の連携を図るた

め、庁内各部局横断の「地域共生社会推進会議」を設置している。

●プラットフォームの設立のほか、相談先や支援策を見える化し住民へ

の周知、また、勉強会や先進事例の視察等を実施し、関係者の意識の

醸成、多様な主体・分野が連携した施策・取組の検討等を行いたいと

考えている。
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団体名 概要（○…現状、●…今後の取組） 

鳥取県 鳥取市
と っ と り し

２回目 

○令和４年度に孤独・孤立対策官民連携プラットフォームを鳥取市にお

いて形成し、「つながりサポーター」など孤独・孤立対策に関する事

業を実施したところ、鳥取市とともに連携中枢都市圏を形成する町か

ら、孤独・孤立対策について連携して取り組みたいとの要望があっ

た。

●連携する近隣６町と連携し、孤独・孤立対策官民連携プラットフォー

ムの構成団体を拡充しながら、「つながりサポーター」養成のため勉

強会の共同実施や物流業界など民間企業との包括連携によるフードサ

ポート事業を進めていきたい。 

連携中枢都市圏を構成する６町 ※鳥取県内４町、兵庫県内２町 

（鳥取県 岩美郡
い わ み ぐ ん

岩美町
いわみちょう

、 

同 八頭郡
や ず ぐ ん

若桜町
わかさちょう

、 

同 八頭郡
や ず ぐ ん

智頭町
ち づ ち ょ う

、 

同 八頭郡
や ず ぐ ん

八頭町
や ず ち ょ う

兵庫県 美方郡
み か た ぐ ん

香美町
か み ち ょ う

、 

同 美方郡
み か た ぐ ん

新温泉町
しんおんせんちょう

）

広島県 福山市
ふ く や ま し

○これまで、ネウボラ相談窓口「あのね」の設置、ひきこもり相談窓口

「ふきのとう」の設置をするなど本人及び家族への支援を行ってき

た。また、今年度から、地域共生社会を目指し、重層的支援整備体制

事業にも取り組んでいる。

●まずは、ひきこもりへの対応を強化するためにプラットフォーム拡充

を目指していきたいと考えている。具体的には、関係者によるワーキ

ンググループの開催、ひきこもりに関する講演会・研修会の開催、関

係機関やひきこもり等の支援団体に向けの支援策の充実や相談窓口の

効果的な情報発信などに取り組んでいきたい。 
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令和５年６月１３日 

内 閣 官 房 

地域における孤独・孤立対策に関する 

NPO 等の取組モデル調査の採択について 

 NPO 等が主体となった日常生活における孤独・孤立の予防や早期対

応につながる取組の普及を目指す「地域における孤独・孤立対策に関

する NPO等の取組モデル調査」について、47件の取組を採択しました。 

〇 調査概要 

 NPO や社会福祉法人等非営利団体を対象に、①市区町村区域を対象

とした取組（上限 200 万円）、②小学校区等の区域を対象とした取組

（上限 50 万円）について支援を行い、そのプロセスや成果を取りま

とめ全国展開を図るものです。 

 取組に当たっては、委託先である（株）NTT データ経営研究所が伴

走支援を実施します。 

〇 公募状況 

公募期間：令和 5年 4月 27 日～5月 26 日 

採択件数（応募件数）：47（72） ※詳細は別添 

うち①市区町村区域を対象とした取組：35（60） 

②小学校区等の区域を対象とした取組：12（12）

【連絡先】 

 内閣官房 孤独・孤立対策担当室 澤瀬、奈倉 

電 話：03-3581-4531 

（株）NTT データ経営研究所 

ライフ・バリュー・クリエイションユニット 輿石、石上

電 話：03-6261-4629
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る

孤
独

・孤
⽴

対
策

に
関

す
る

N
PO

等
の

取
組

モ
デ

ル
調

査
の

採
択

に
つ

い
て

N
PO

等
が

主
体

とな
った

⽇
常

⽣
活

に
お

け
る

孤
独

・孤
⽴

の
予

防
や

早
期

対
応

に
つ

な
が

る
取

組
の

普
及

を
⽬

指
す

「地
域

に
お

け
る

孤
独

・孤
⽴

対
策

に
関

す
る

N
PO

等
の

取
組

モ
デ

ル
調

査
」に

応
募

の
あ

った
72

件
の

提
案

の
中

か
ら、

有
識

者
で

構
成

され
る

審
査

評
価

委
員

会
の

意
⾒

を
踏

ま
え

て
、4

7
件

の
モ

デ
ル

的
取

組
を

採
択

しま
した

。

◆
公

募
状

況
公

募
期

間
︓

令
和

5年
4⽉

27
⽇

〜
5⽉

26
⽇

採
択

件
数

（
応

募
件

数
）

︓
47

（
72

）
うち

①
市

区
町

村
区

域
を

対
象

とし
た

取
組

︓
35

（
60

）
②

⼩
学

校
区

等
の

区
域

を
対

象
とし

た
取

組
︓

12
（

12
）

◆
調

査
概

要
N

PO
や

社
会

福
祉

法
⼈

等
⾮

営
利

団
体

を
対

象
に

、①
市

区
町

村
区

域
を

対
象

とし
た

取
組

（
上

限
20

0万
円

）
、②

⼩
学

校
区

等
の

区
域

を
対

象
とし

た
取

組
（

上
限

50
万

円
）

に
つ

い
て

⽀
援

を
⾏

い
、そ

の
プ

ロセ
ス

や
成

果
を

取
りま

とめ
全

国
展

開
を

図
る

。
取

組
に

当
た

って
は

、委
託

先
で

あ
る

（
株

）
N

TT
デ

ー
タ経

営
研

究
所

が
伴

⾛
⽀

援
を

実
施

。

空
家
再
⽣
型
メ
ン
ズ
・シ
ェッ
ドと
お
や
じ講

を
融
合

さ
せ
た
孤
独
・孤
⽴
対
策

特
定

⾮
営

利
活

動
法

⼈
しん

しろ
ドリ

ー
ム

荘
（

愛
知

県
）

退
職

後
の

男
性

⾼
齢

者
の

孤
独

・孤
⽴

対
策

とし
て

、
地

域
の

空
家

を
再

⽣
し、

⽊
⼯

や
⾦

属
⼯

作
な

どを
共

同
す

る
「メ

ン
ズ

・シ
ェッ

ド(
M

en
ʻs

 S
he

d、
男

の
⼩

屋
)」

で
、⾞

座
に

な
って

情
報

交
換

す
る

場
「お

や
じ講

」
を

開
催

。そ
こに

集
ま

った
者

が
お

互
い

の
抱

え
る

問
題

の
解

決
や

地
域

貢
献

に
つ

い
て

考
え

、他
者

の
た

め
に

な
る

イベ
ン

トを
企

画
運

営
す

る
とい

った
作

業
を

通
じて

、⽣
き

が
い

を
⾒

い
出

す
。

こど
も
⾷
堂
で
の
⽂
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
体
験
を
通
じた

多
世
代
間
の
交
流
促
進
事
業

特
定

⾮
営

利
活

動
法

⼈
全

国
こど

も
⾷

堂
⽀

援
セ

ン
ター

・む
す

び
え

（
福

井
県

）
少

⼦
⾼

齢
化

、コ
ミュ

ニ
テ

ィの
弱

体
化

、町
村

合
併

に
よ

り地
域

の
⽀

え
合

い
⼒

が
低

下
、⼦

ども
や

⼦
育

て
世

帯
、⾼

齢
者

の
孤

⽴
等

が
課

題
とな

って
い

る
。そ

の
た

め
、

こど
も

⾷
堂

に
て

、絵
⼿

紙
教

室
や

昔
遊

び
等

を
実

施
し、

地
域

住
⺠

に
出

番
を

つ
くる

とと
も

に
、新

興
住

宅
と旧

村
部

等
との

繋
が

りの
機

会
とし

、地
域

の
⼈

と⼈
との

「ゆ
る

や
か

な
」つ

な
が

りを
築

け
る

よ
うな

場
づ

くり
を

⾏
う。

リビ
ン
グ
カ
ー
に
よ
る
お
出
か
け
「い
とこ
ん
ち
」

⼀
般

社
団

法
⼈

ソ
ー

シ
ャル

ペ
ダゴ

ジ
ー

ネ
ット

（
北

海
道

）

⼦
育

て
中

の
シ

ン
グ

ル
マ

ザ
ー

・ヤ
ン

グ
ケ

ア
ラー

・社
会

的
養

護
施

設
出

⾝
者

な
ど、

孤
独

・孤
⽴

リス
クが

⾼
い

⼦
ども

や
若

者
を

主
な

対
象

とし
て

、調
理

機
能

と交
流

機
能

を
備

え
た

⾞
両

で
市

内
各

地
に

出
向

い
て

、⾒
守

り型
サ

ロン
を

展
開

す
る

。サ
ロン

で
は

、当
該

⼦
ども

・若
者

と、
⾒

守
って

くれ
る

地
域

住
⺠

とを
「親

戚
の

よ
うな

」
距

離
感

で
繋

い
で

い
く。

ミツ
バ
チ
と共

に
創
る
⼼
を
繋
ぐ地

域
共
⽣
コミ
ュ

ニ
テ
ィ

⼀
般

社
団

法
⼈

W
AT

AL
IS

（
宮

城
県

）

コミ
ュニ

テ
ィカ

フェ
と担

い
⼿

不
⾜

に
よ

る
遊

休
農

地
を

活
⽤

し、
孤

⽴
化

しが
ち

な
⾼

齢
者

を
は

じめ
障

が
い

者
や

メン
タル

ヘ
ル

ス
に

問
題

を
抱

え
た

⼈
な

どを
対

象
とし

て
、

ミツ
バ

チ
を

テ
ー

マ
とし

た
体

験
型

プ
ログ

ラム
を

実
施

。地
域

の
⾃

然
環

境
に

つ
い

て
学

び
、景

観
維

持
と環

境
保

全
を

促
進

す
る

た
め

の
実

践
活

動
を

⾏
う。

交
流

と地
域

貢
献

の
取

組
み

を
通

じて
、多

様
な

構
成

員
が

職
業

や
世

代
を

超
え

て
繋

が
る

新
た

な
地

域
コミ

ュニ
テ

ィを
創

る
。

⽟
城
町
つ
な
が
りプ
ラ
ット
フォ
ー
ム
事
業

N
PO

法
⼈

わ
ん

ず
（

三
重

県
）

中
⾼
⽣
の
IT
居
場
所
を
活
⽤
した
孤
独
・孤
⽴
解

消
を
⽬
指
す
包
括
⽀
援
事
業

N
PO

法
⼈

CL
AC

K（
⼤

阪
府

）

中
⾼

⽣
が

興
味

を
持

ち
や

す
い

ゲ
ー

ミン
グ

PC
や

3D
プ

リン
ター

な
どの

機
器

を
活

⽤
した

居
場

所
を

開
設

し、
特

に
孤

独
・孤

⽴
状

態
に

あ
る

中
⾼

⽣
とつ

な
が

りや
す

い
場

を
つ

くる
。貧

困
や

発
達

障
害

、外
国

ル
ー

ツな
どの

様
々

な
困

難
を

抱
え

て
い

る
中

⾼
⽣

に
対

して
は

、福
祉

専
⾨

職
職

員
が

ケ
ア

を
⾏

う。
孤

独
・孤

⽴
の

解
消

に
は

、
⾏

政
や

学
校

・⽀
援

団
体

との
連

携
も

含
め

た
包

括
的

な
⽀

援
が

必
要

な
た

め
地

域
資

源
の

掘
り起

こし
も

⾏
う。

誰
も

が
気

軽
に

利
⽤

で
き

る
プ

ラッ
トフ

ォー
ム

を
開

設
。

当
法

⼈
事

務
所

を
週

5⽇
開

放
し、

多
世

代
の

交
流

の
場

とす
る

ほ
か

、農
作

業
、事

務
作

業
や

内
職

の
請

負
な

ど、
希

望
者

が
社

会
参

加
で

き
る

企
画

を
実

施
し、

孤
独

・孤
⽴

に
陥

りに
くい

しく
み

を
創

る
。公

式
LI

N
Eを

利
⽤

し、
深

夜
0時

ま
で

会
話

・相
談

が
で

き
る

チ
ャッ

トを
開

設
。地

域
と分

野
を

横
断

した
⾒

守
りと

して
、他

団
体

と連
携

し、
情

報
交

換
や

検
討

を
⾏

う場
を

設
け

る
。

つ
な
が
りを
実
感
で
き
る
地
域
づ
くり

誰
も
が
参
加
で
き
る
居
場
所

新
しい
居
場
所
の
か
た
ち

【採
択

事
業

の
例

（
市

区
町

村
区

域
を

対
象

とし
た

取
組

）
】

た
ま

き
ち

ょう

別
添
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2

採
択

予
定

団
体

候
補

⼀
覧

①
市

区
町

村
区

域
を

対
象

とし
、地

域
の

関
係

団
体

との
協

働
に

よ
る

取
組

団
体
名

取
組
名

活
動
地
域

１
⼀

般
社

団
法

⼈
ソ

ー
シ

ャル
ペ

ダゴ
ジ

ー
ネ

ット
リビ

ン
グ

カー
に

よ
る

お
出

か
け

「い
とこ

ん
ち

」
北

海
道

札
幌

市

2
⼀

般
社

団
法

⼈
W

AT
AL

IS
ミツ

バ
チ

と共
に

創
る

⼼
を

繋
ぐ地

域
共

⽣
コミ

ュニ
テ

ィ
宮

城
県

亘
理

町

3
特

定
⾮

営
利

活
動

法
⼈

ほ
っと

プ
ラス

⽣
活

困
窮

者
の

コミ
ュニ

テ
ィの

活
性

化
お

よ
び

実
態

調
査

埼
⽟

県
さい

た
ま

市

4
ハ

ピ
マ

マ
メー

カー
プ

ロジ
ェク

ト
孤

⽴
す

る
キ

ャバ
クラ

や
⾵

俗
な

どで
働

く⽅
を

主
対

象
に

制
度

や
既

存
の

⽀
援

団
体

か
らの

⽀
援

か
らも

れ
て

しま
う⽅

へ
の

居
場

所
づ

くり
と⽀

援
事

業
埼

⽟
県

川
⼝

市
ほ

か
（

横
浜

⻩
⾦

町
・東

京
多

摩
・

⼭
梨

・福
岡

・東
京

渋
⾕

等
）

5
社

会
福

祉
法

⼈
九

⼗
九

⾥
ホ

ー
ム

孤
独

・孤
⽴

の
防

⽌
に

つ
な

が
る

福
祉

の
ま

ち
づ

くり
プ

ロジ
ェク

ト
千

葉
県

匝
瑳

市

6
⼀

般
社

団
法

⼈
⽣

き
づ

らさ
イン

クル
ー

シ
ブ

デ
ザ

イン
⼯

房
社

会
的

孤
⽴

孤
独

(ひ
き

こも
り等

)に
関

す
る

合
同

相
談

講
演

会
事

業
東

京
都

7
特

定
⾮

営
利

活
動

法
⼈

芸
術

家
と⼦

ども
た

ち
芸

術
家

の
ワ

ー
クシ

ョッ
プ

に
よ

る
孤

⽴
を

防
ぐ⼦

ども
の

居
場

所
づ

くり
東

京
都

豊
島

区

8
特

定
⾮

営
利

活
動

法
⼈

サ
ン

カク
シ

ャ
eス

ポ
ー

ツや
ライ

ブ
配

信
を

⽤
い

た
オ

ン
ライ

ン
の

居
場

所
作

り
東

京
都

豊
島

区
、板

橋
区

、北
区

、⽂
京

区

9
⼀

般
社

団
法

⼈
Ar

ts
 A

liv
e

対
話

型
ア

ー
ト鑑

賞
《A

RT
RI

P》
や

物
語

創
作

プ
ログ

ラム
に

よ
る

あ
らゆ

る
世

代
の

孤
⽴

、孤
独

防
⽌

事
業

東
京

都
北

区
、港

区
、品

川
区

、
台

東
区

10
⼀

般
社

団
法

⼈
マ

マ
の

孤
⽴

防
⽌

⽀
援

協
会

マ
マ

の
孤

独
・孤

⽴
防

⽌
専

⽤
LI

N
E「

モ
ヤ

ツイ
（

モ
ヤ

モ
ヤ

tw
ee

t)
」事

業
東

京
都

⾜
⽴

区

11
⼀

般
社

団
法

⼈
フー

ドバ
ン

ク⼋
王

⼦
⾷

で
結

ぶ
「孤

独
・孤

⽴
対

策
プ

ラッ
トフ

ォー
ム

」の
構

築
東

京
都

⼋
王

⼦
市

12
特

定
⾮

営
利

活
動

法
⼈

育
て

上
げ

ネ
ット

若
者

の
た

め
の

夜
の

居
場

所
（

夜
の

ユ
ー

ス
セ

ン
ター

）
設

⽴
事

業
東

京
都

⽴
川

市

13
特

定
⾮

営
利

活
動

法
⼈

こま
ち

ぷ
らす

多
様

な
⼈

で
お

惣
菜

を
つ

くり
届

け
る

過
程

で
⼦

育
て

しや
す

い
街

を
つ

くる
神

奈
川

県
横

浜
市

⼾
塚

区

14
坂

井
市

国
際

交
流

協
会

さか
い

か
らせ

か
い

へ
国

際
フェ

ス
テ

ィバ
ル

福
井

県
坂

井
市

15
特

定
⾮

営
利

活
動

法
⼈

全
国

こど
も

⾷
堂

⽀
援

セ
ン

ター
・む

す
び

え
こど

も
⾷

堂
で

の
⽂

化
プ

ログ
ラム

体
験

を
通

じた
多

世
代

間
の

交
流

促
進

事
業

福
井

県
坂

井
市

16
⼀

般
社

団
法

⼈
よ

だ
か

総
合

研
究

所
中

⼭
間

地
域

の
不

登
校

児
等

を
対

象
とし

た
森

の
ユ

ー
ス

セ
ン

ター
事

業
岐

⾩
県

揖
斐

川
町

、本
巣

市

46



3

団
体
名

取
組
名

活
動
地
域

17
特

定
⾮

営
利

活
動

法
⼈

Li
vE

Q
ua

lit
y

H
UB

地
域

連
携

で
実

現
す

る
、孤

独
を

抱
え

た
⺟

⼦
の

た
め

の
居

場
所

づ
くり

事
業

愛
知

県
名

古
屋

市

18
⼀

般
社

団
法

⼈
チ

ャン
ス

ホ
ップ

・ス
テ

ップ
・チ

ャン
ス

で
つ

な
が

ろ
う

愛
知

県
名

古
屋

市
、

三
重

県
桑

名
市

、四
⽇

市
市

19
特

定
⾮

営
利

活
動

法
⼈

か
み

あ
あ

と
⽇

本
版

メン
ズ

・シ
ェッ

ドの
提

供
事

業
愛

知
県

瀬
⼾

市

20
特

定
⾮

営
利

活
動

法
⼈

しん
しろ

ドリ
ー

ム
荘

空
家

再
⽣

型
メン

ズ
・シ

ェッ
ドと

お
や

じ講
を

融
合

させ
た

孤
独

・孤
⽴

対
策

愛
知

県
新

城
市

21
特

定
⾮

営
利

活
動

法
⼈

わ
ん

ず
⽟

城
町

つ
な

が
りプ

ラッ
トフ

ォー
ム

事
業

三
重

県
⽟

城
町

22
N

PO
法

⼈
SK

Y
中

⾼
年

男
性

の
孤

独
・孤

⽴
予
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令和５年７月１１日 

内 閣 官 房 

孤独・孤立対策活動基盤整備モデル調査の 

取組団体の決定について 

 今年度新たに実施する「孤独・孤立対策活動基盤整備モデル調査」

の採択団体として、８団体を決定しました。 

〇 調査概要 

 本調査は、孤独・孤立対策に取り組む NPO 等を支援する中間支援組

織の取組について支援を行い、中間支援組織の非資金的支援による

NPO 等の運営能力の向上や活動基盤の整備のための支援モデルを構築

するものです。 

〇 公募状況 

公募期間：令和５年５月 23 日～６月 13日 

採択件数：８ ※詳細は別添 

【担当】 

 内閣官房 孤独・孤立対策担当室 澤瀬、奈倉 

電 話：03-5253-2111（内線 82837、82841） 

直 通：03-3581-4531 

49



令和５年度 孤独・孤立対策活動基盤整備モデル調査の採択団体の決定について

国（内閣官房）

中間支援組織

地域で孤独・孤立対策に
取り組むNPO等

①公募 ②提案 ④調査
報告

③委託
契約

非資金的支援
の実施

１ 概要

NPO等活動を熟知した中間支援組織による孤独・孤立対策に取り組む
NPO等の運営能力の向上や活動基盤整備のための支援モデルを構築し、
全国展開を図る。
中間支援組織は、地域で孤独・孤立対策を行う中小規模のNPO等への

非資金的支援を実施（注）し、取組成果や支援ノウハウ、課題等をとりま
とめ、内閣官房に報告する。
（注）一つの都道府県域を超えて活動する事業が対象

２ 公募対象者
中間支援組織（孤独・孤立対策に取り組むNPO等を対象に、運営支援

や人材育成、ネットワーク構築等の活動を行う非営利団体）

３ 予算額
1.2億円（令和５年度予算）
（１団体当たり委託契約上限額：1,000万円）

４ 公募状況
期間：令和５年５月23日～６月13日
申請団体数：８団体
※２次公募を実施予定。

５

（調査フロー）

支援モデルの構築

全国展開

別添
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採択団体と取組概要

団体名/事業名 概要 活動地域
（予定）

1
認定NPO法人フローレンス（東京都）
社会全体で親子にエールを贈る物資等マッチングプ
ラットフォームの構築・基盤整備

これまでの食料等の支援物資のマッチングの活動を整理・統合し、全
国・地域ベースのマッチングプラットフォームのデジタル基盤整備を行
い、支援が届きにくい親子にこども宅食等を行う地域団体等への試験的
なシステムの導入・維持管理の伴走支援を実施する。

全国

2 認定NPO法人むすびえ（東京都）
「福祉を超えた」協働関係の構築

地域の居場所を支援する中間支援団体への伴走支援等を通じて、こど
も食堂をはじめとした地域の居場所と文化芸術団体、宅配事業者、民生
委員をつなげ、社会包摂を目的としたアートワークショップの開催等を
通じて「福祉を超える」協働関係を構築する

全国

3
一般社団法人全国フードバンク推進協議会(東京都)
フードバンク団体を起点とした、ケアリーバーへの
支援スキームの確立

フードバンク団体と社会的養護施設との連携により、社会的養護のケ
アを離れた若者（ケアリーバー）を対象とした、食料支援や見守り等に
よる支援スキームを確立する。

全国

4
一般社団法人RCF（東京都）

食支援による居場所提供を通じた、自治体・NPO・社
協・民間団体等による連携組成或いは強化策の構築

居場所事業に取り組むNPO/自治体/社協/民間事業者等の地域内連携
組成や強化へ向けて、地域の課題現状や関係者特性に応じた2手法の構
築を目指し2地域にて実践する。

愛媛県
熊本県

5
社会福祉法人大阪ボランティア協会※(大阪府）
関西２府3県の中間支援組織の英知を結集したコン
ソーシアムによる支援モデルの構築
※しがNPOセンター、きょうとNPOセンター、泉北のまちと暮らしを考える財団、
ひょうごコミュニティ財団、わかやまNPOセンターとのコンソーシアム

２府3県の中間支援組織6団体がコンソーシアムを組成して、こども・
ヤングケアラー・DV被害者の支援団体への個別伴走支援や小規模NPO
のネットワーク形成を通じた支援モデルを構築する。

大阪府
滋賀県
京都府
和歌山県
兵庫県

6
NPO法人市民ネットすいた（大阪府）
府県域をまたぐ生活圏域をベースとした中小NPOの
活動基盤強化支援モデル構築

大阪府と兵庫県をまたぐ「北摂エリア」において、孤独・孤立対策に
取り組む中小規模ＮＰＯ及び地縁団体を対象とした、伴走支援や講習会、
交流会等の実施による活動基盤強化支援モデルを構築する。

大阪府
兵庫県

7
NPO法人北海道NPOサポートセンター※(札幌市)
切れ目のない孤独・孤立対策のための多様な社会資源
ネットワーク及び居場所機能強化事業
※北海道ネットワーク、コミュニティワーク研究実践センターとのコンソーシアム

「居場所」をなくした人たちが心理的・身体的に安心できる居場所に
つながり、社会参加の機会等を得られる包括的支援モデルを構築するた
め、地域の居場所の在り方の調査や伴走支援、支援情報の発信強化を行
う。

北海道
静岡県

8 一般社団法人えんがお（栃木県）
「居場所づくり」に特化した創業支援

空家を活用した多世代共生コミュニティづくりに取り組む当団体が、
孤独・孤独対策の現状調査とともに、地域の居場所づくりに取り組む意
欲のある団体等に対して、個別相談や伴走支援等を実施する。

全国
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